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  次のとおり 
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            午前10時０分 開議 

○議長（亀井賢夫君） おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 日程に先立ち、諸般の報告をいたさせます。谷村議会事務局長。 

○議会事務局長（谷村直人君） おはようございます。 

 諸般の報告をいたします。 

 出欠の状況でございますが、定数12名全員の出席でございます。 

 以上で諸般の報告を終わります。 

            ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（亀井賢夫君） 日程第１、一般質問を行います。 

 順次質問を許可いたします。 

 ここで皆様に御報告いたします。 

 山本賢誓議員から質問項目(3)です。今後の職員適正配置計画についてにつきましては、取

り下げる旨の申出がございますので、これを御報告いたします。 

 山本賢誓議員の質問を許可いたします。山本賢誓議員。 

○９番（山本賢誓君） ９番山本。３月定例会におきまして一般質問を行います。 

 まず、質問に先立ちまして、本年３月末日をもって退職されます方々には、長い間の公務員

生活、本当に御苦労さまでした。退職された後には、長きを振り返り、感傷に浸る場面もあろ

うかと思います。しかしながら、思い出を振り返りながらも、また室戸市のために何らかの形

で貢献いただければと思います。よろしくお願いをしたいと思います。 

 それでは、質問事項に入ります。 

 まず、１番目の新庁舎建築移転計画の今後についてをお伺いいたします。 

 庁舎問題に関して、耐震か移転かということで、一気に市民の中に選択肢を求める機運が盛

り上がり、室戸市政始まって以来の住民投票という民主主義の根幹とも言える住民、市民の

方々の声を市政に反映させることができる手法が取り入れられました。この住民投票条例制定

に向けた署名活動が一市民の大変な努力によって行われ、多くの市民の賛同を得て、その結果

を室戸市が受理、議会議決という運びとなりました。この一市民は、室戸市政の停滞に風穴を

開けようとして、大きな成果を上げられたと思います。御苦労さまでした。 

 去る２月19日に住民投票が即日開票され、圧倒的多数で新築移転反対の室戸市民の民意が示

されていたということでありました。投票率は修正案で示された50％に僅かに届きませんでし

たけれども、私は実質的な反対の方々の勝利ではなかろうかとの思いもあります。そもそも住

民投票条例は、たとえ投票率が30％でも40％でも、住民の投票結果を尊重するという規定であ

ります。尊重規定であります。しかしながら、11月臨時会において投票率50％以下なら、民意

の尊重はしなくてもいい旨の修正議案が提出され、議決の結果、修正案賛成議員が７名、反対
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議員が４名と圧倒的多数で修正可決され、新庁舎移転への第一歩、市長の思いが通じた議案が

可決成立されたということであります。 

 投票率47％、移転反対70％、これは非常に微妙な数字でありますが、これほどの民意がはっ

きりと示された上で、新築移転議案が６月か、あるいは９月議会に上程され可決された場合、

室戸市に大きな財政負担、後世まで市民負担を強いるということになるのではないかとも思い

ます。 

 庁舎問題につきましては、耐震補強という選択肢もあり、建設価格、これは65億円から70億

円となると思いますが、この問題まだまだ議論の余地を持たなくてはならないと思います。市

長と議会が慌てて間違った判断をしてしまえば、その責任は誰が取るのかということでありま

す。 

 ここで明らかにしておきますけれども、庁舎移転費用47億円、実はこの金額の根拠は３年以

上前の建設土木資材単価であります。現在は、誰もが御存じのように、円安による輸入資材の

高騰、エネルギー価格の暴騰、コロナ禍による物流の制限等で３年前から国際社会においては

全ての価格が未曽有の暴騰となっております。そうしたことから、私は庁舎建設には65億円か

ら70億円になると想定をしております。担当職員は見直し後は60億円を超すぐらいだと想定を

しているようですが、それは私は過少見積りじゃないかと思います。 

 設計価格が暴騰するということを、市長、執行部は、当然責任ある立場なら知っていたと思

われますけれども、今まで全く表に出さなかったということであります。この場で明らかにな

ります。もし60億円を超える金額を住民投票のまないたにのせれば、大変な結果を想定して隠

していたとするなら、それは市民に対しての冒涜であります。 

 いずれにしても、投票結果が出た今、そういったことを追及するということにはなりません

が、市長には大変なことをしていたという認識は持っていただきたいと思います。 

 それから、同時期、室戸中学校の高台移転工事も計画されております。この建築費用は、担

当職員がある程度の物価高騰を予測した単価設定をしてくれていましたから、それほど大きく

は膨らまないと思います。しかしながら、この当初の計画は、現校舎の移転のみでありました

が、新たに体育館、プール建設を加えるとすれば、現在想定の21億円から体育館、プール建築

に約５ないし６億円、上振れも考えればやはり30億円近い総工事費用にはなるかと思います。

庁舎移転、中学校移転、総額100億円にはなろうかという事業を、ほとんど同時スタートが切

れるような体力、財政的余力があるかということが今後の市長判断に大きく影響するというこ

とになろうかと思います。ここについては後ほど聞くとして、質問事項に入ります。 

 まず市長に、住民投票結果をどのように理解、分析しているのか。 

 ２番、諸物価高騰による実勢価格での建築費の見積りはどうか、増額に対しての事業費内

訳、財源内訳、起債返還額及び市負担額、室戸市実質負担額を当初計画と対比でお聞きをしま

す。 
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 ３、１階及び地下室の移転については、新築移転、耐震工事の検討と切り離して検討する必

要があると思います。12月議会で、津波が来たら１階の被害はどうなるのかという質問があり

ましたが、全ての課長は被害甚大、機能ストップすると答弁する声を聞いておかしくなってし

まいました。 

 何も対策をしないで津波浸水を受ければ、被害が大きいことは当たり前のことであります。

答弁者は、被害は予想されるけれども、被害を受けないためにはどんな対応が必要かどうか、

どうすればいいのかというのは、発想も一部取り入れた答弁をしていなくてはならないのでは

なかったかと思います。 

 住民投票条例にあったような防災機能の別途移転については、私は賛同はできません。本庁

舎と防災機能は一体性のあるものでなければ、迅速な災害対応の機能は停滞をします。地震・

津波の想定は、30年後に起きる可能性は70％と言われて、70％と言われても、10年近く時が流

れていると思います。ということは、20年もしないうちに、その確率もだんだん高くなってい

るということになります。あした来るかもしれないし、数年後かもしれないということを想定

すれば、１階、地下の津波浸水回避の対策は、まず優先しなければならないと思います。新

築、耐震の議論とは別に、早急に取り組む必要があると考えます。どのようなかと言うと、例

えば西庁舎を解体して、現庁舎の２階部分を延長すればいいのであります。１階に相当する部

分は柱のみとして、２階相当部分に１階部分必要面積の平家の建物を建設して、地下１階の執

務室を移す対応をすれば、災害時迅速に対応できるし、地下設備の移転、防災機能の移転費用

見積りが10億円とありますけれども、それは半減できると思いますが、検討に値しないかお聞

きをします。 

 それから、万が一です。万が一、新築移転を決行する場合のタイムスケジュールですが、計

画では、令和５年度、本年度中に用地測量と造成設計、来年度、令和６年度頭から７年度半ば

までに造成工事、実施設計は令和７年半ばから新庁舎建設に着手、もうすぐであります。もう

すぐですが、こんなタイトな取組ができるのかお伺いいたします。 

 最後に、もう一度確認しますけれども、５番目、建築費の暴騰で室戸中学校、庁舎新築移

転、総額100億円にならんかとする事業を住民投票の結果を踏まえてもやろうとする気持ちに

変わりないのかお聞きをいたします。 

 ６番目、議会議案上程は、６月か９月かお聞きをします。 

 ７番、庁舎問題に関して耐震工事も含めて選択肢があります。まずは、室戸中学校移転工事

を優先することが大事なことに間違いはありません。庁舎新築移転案は一時凍結か白紙撤回の

選択肢を市長は持ち合わせていないのかお聞きをします。 

 大きい２番、室戸中学校移転計画について、これも非常に大事な事業になると思います。 

 まず１番、移転新築費用21億円に対して実勢価格での見積りは、概算で幾らになるのかお聞

きをします。 
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 ２番、それから当初計画になかったプール、体育館、同時施工計画でいいのかどうか、その

２つの概算金額は幾らぐらいになるのかお聞きをします。 

 ３番、総額で幾らと見積もるのかお聞きをします。 

 ４番、財源計画、事業費内訳、財源内訳、起債返還額及び市負担額、室戸市実質負担額をお

聞きをいたします。 

 ５番、移転計画のタイムスケジュールをお聞きをします。 

 次、３番は取下げましたので、４番、市内民家の耐震補強工事率の向上についてお伺いをい

たします。 

 命を守るは市長の公約でもあります。来る大地震に備えて住家の耐震補強は欠かせない重要

な課題であると思います。震災時、震災後の住家を確保することの大切さは言うまでもないと

思います。そういった観点からお聞きをします。 

 現在、市内民家の耐震化率はどのようになっているのか。 

 ２番、現在の耐震補強補助金は、今までは大体年間40件程度だったと思いますが、少な過ぎ

ます。本年度予算の中に件数の増加も載っているようですが、早急に耐震化率を増加させる必

要があると思います。年間100件近くを目標にすることが、市民の命を守るということであり

ますから、そういう対応をしていただきたいが、検討していただくことができるのかどうか伺

いをいたします。 

 それから、この耐震補強事業に対しては、個人負担があります。そういったことがネックに

なって耐震化が進まないようであれば、室戸市のほうも、ある一定自己負担に対して上乗せの

補助の検討をしてもいいのではないかお聞きをいたします。 

 それから、大きい５番、「むろと地域猫の会」への支援についてです。 

 この会の活動は、市内で野良猫や飼い主不在の子猫が増えないように活動されているボラン

ティアグループであります。この方々の活動により、室戸市内の猫による近隣トラブル等も随

分と改善されていると聞いております。私も、こういった地道な地域に貢献をしてくれている

方々に、室戸市としての支援策を充実拡大させてやりたいとの思いがあります。 

 このボランティアグループ、代表は杉本さんといわれる方ですが、このボランティアグルー

プの活動を聞き取りさせていただきますと、非常に大変な御苦労があると想像できます。僅か

な活動予算の中、自己負担もしながら、その使命に熱意を持って取り組んでくれております。 

 活動内容は、捕獲した猫に対して、健康確認や体重測定、異常があれば病院への搬送、また

去勢手術や不妊手術を実施しております。 

 2020年にむろと地域猫の会が結成後、それ以降３年間で約600匹近い活動実績も上げられて

おります。 

 活動費に関しては、県や室戸市の不妊手術補助金と募金や寄附金で賄っているとのことです

けれども、保護した猫の餌代や病院への輸送費用等に係る金銭的負担も大変だということをお
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聞きしております。 

 本年、当初予算にある一定予算化もされておりますが、足りない不足分に対しては、室戸市

と協議して対応していただきたいと、室戸市とボランティアグループと協議して対応していた

だきたいと思います。 

 まず、要望事項を言いますけれども、１、野良猫不妊手術費用160匹分の補助。２、病院等

に行くための交通費や治療費等活動費に対する補助。３、保護猫の譲渡会の会場の世話。４、

ふるさと納税制度に地域猫活動に関する支援、寄附の導入、これはこのふるさと納税制度でそ

ういうふうな導入している方は、県内ほかの市町村にもあるようであります。 

 ５番目、各種行われる室戸市のイベントに活動してもらうためのブースも設置もお願いした

いということであります。 

 ６番目、野良猫対策に困っている方や不妊手術への対応等について、市役所に窓口をつくっ

ていただき、ボランティアグループと連携して取組ができないかどうかということでありま

す。 

 こういった要望事項６件、今言いましたけれども、こういったことに対しては一気には無理

としても、相当の対応していく責任も室戸市にはあると思いますので、前向きの答弁をお願い

いたします。 

 大きい６番、企業立地促進事業費補助金についてであります。 

 この事業については、議会に４年前にたしか当初予算書に載ってはいましたけれども、これ

は大綱質疑か何かで聞いたときに、新たに起業する事業者を支援するとの説明ぐらいで、１件

当たりの限度額等、詳しい内容については分かりませんでした。事業費用補助と雇用促進を結

びつけた新たなスタイルの事業ということに関しては、いいものであると思います。しかしな

がら、こういったことがはっきり議会に説明がなかったということでもありますので、議会が

チェックを怠ったということではなく、説明不足ではなかったのかと思います。ただ、それか

らただ１人雇用すれば1,000万円、２人雇用すれば2,000万円といった、こういったことがちま

たで独り歩きをして、この事業に対して不審がる市民の声も大きなものがあります。 

 この補助事業は、植田市長が１期目にスタートさせたものでありますが、庁内からもグレー

のままのスタートというような声も上がっておりました。執行部のほうで、要綱の改正を重

ね、訂正を重ね、また補助金額も3,000万円から2,000万円、1,000万円と下げてきておりま

す。これはこの三、四年の間でそれほど補助金額が下がっていくということは、これは執行部

のほうから、おかしいんじゃないかという声も上がってるんじゃないかとも思います。執行部

の常識が市長に勝ったということですかね。 

 担当課の説明で、私の誤解も解けてはきましたが、それでも市単独事業としては、前例のな

いような高額の補助金でありますから、何点かお聞きをします。 

 市から出す補助金、これはある一定の公益性を持つ企業なり団体であることが前提条件にな
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ろうかと思います。個人事業所の利益追求のため、多額の公金を支出するということは、これ

には大きな問題点もあろうかと思います。この事業費補助金について、公益性があるがための

支出かどうか、公益性がなくても支出できる事業なのかについてお聞きをしたいと思います。 

 市長は、12月の田渕議員の質問に対して、雇用が一人でもある事業者には公益性があると、

はっきりこの場で答弁をしておりましたが、私は、市長は公益性という言葉を知らないのでは

ないかなとも判断をしますが、市長に聞くよりも、副市長とか実務をこなされてきた中枢の執

行部にお聞きをします。 

 副市長、財政課長、産業振興課長について答えれる分には答えを願いたいと思います。 

 質問事項として、公金補助金支出の中に求められる公益性とは何か。 

 ２番目、この事業により数件の補助金が支出されておりますが、個々の事業が公益性がある

と認めたる理由、またグレーではあるけれども、支出をした事実もあるかどうかお聞きをしま

す。 

 それから、３番目です。個々の事業主は、申請が認められた結果であるから、申請者に非を

つけるは難しいと思います。公益性がないと認める者にも、支出したとなれば、これは最終決

裁者である市長はある意味、室戸市に損害を与えたのではないかという背任行為に該当するの

ではないかと思いますが、これに対してお聞きをいたします。 

 それから、代表監査委員に来てもらっております。この補助事業に関して監査のほうも把握

はしていると思います。監査において補助事業に関しては、年間に何点か抽出をして、審査も

されてると思いますけれども、この案件は通常の例えば起案から決裁までの予算の流れが適当

に行われていたという、そういった監査のみしか行われなかったのかどうかをお聞きをいたし

ます。 

 大きな７番、市長の政治姿勢について。 

 １番、公約の「命を守る」「室戸を創る」、こういうふうに公言宣言をしてから何年もたち

ましたが、具体的に動いているのかどうかお聞きをいたします。 

 ２番、脱炭素社会を目指すということでありますけれども、室戸市の主な二酸化炭素排出事

業者は何社あるのか、またその排出数値は把握しているのかどうかお聞きをします。 

 ３番、シレストむろとのことは、急に話題にも上がってきましたが、今後については先日議

員説明会もあり、新たな取組となるようですけれども、一連の流れはやっぱり市民にお知らせ

をしておく必要があると思います。そういったことで担当課にはこういった流れを、市民ある

いは利用者の方々に分かりやすく説明をしてほしいと思います。 

 また、本議会開会日に市長発言で、室戸市出資の合同会社設立の方向性に言及していました

が、その方向性で推し進めているのかをお聞きします。 

 ４番、市長は新聞紙上で将来的に市中心街の移転を目指すということをマスコミの取材で答

えております。これは室戸市の新庁舎を移転させると、そういったところを中心地として何ら
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かの形で広げていくという意味だと思いますけれども、この中心街の移転を目指すということ

に関して何がしかの具体案を持っての発言かお聞きをします。 

 ５番、ＳＤＧｓ対策本部もできてから久しいものであります。この取組対策本部がどのよう

な取組をして、どのような効果として目に見えるものが上げられているのか、何点かお聞きを

いたします。 

 それから６、2025年関西万博に対応するとした公約の進捗状況はどうか、またインバウンド

対策は行っているのかお聞きをします。 

 ７番はやめます。 

 ８番、道の駅構想を持っているという言及がありましたけれども、これについてもどのよう

な構想を持っているのか、場所あるいは規模について何らかの想定があるのかお聞きをしま

す。 

 ９番、ＤＭＶについて関西万博の集客呼び込みにどのような活躍を期待しているのかをお聞

きをします。 

 それから、10番目です。最後になります。吉良川町並み保存地区の老朽化建物についてであ

ります。 

 保存地区西側にあります民家が老朽化して、市道に瓦等が落下をして通行人等が非常に危険

な状態にあります。生涯学習課で即対応していただければいいですけれども、もしできないよ

うであれば、これはこの現状を見れば、かなりの緊急性があります。もしできないようであれ

ば、他の課の事業対応ができる補助金がありますので、そういったところと協議して取り組ん

でいただきたいが、検討をお願いしたいと思います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（亀井賢夫君） 執行部の答弁を求めます。植田市長。 

○市長（植田壯一郎君） 山本議員にお答えいたします。 

 まず、(1)市庁舎移転計画の今後についての１点目、住民投票の結果をどのように理解、分

析しているのかについてであります。 

 住民投票の投票率46.43％、有効投票数のうち、移転建て替えが1,506票、耐震補強等が

3,478票と、投票者の多くが耐震補強等を選択された結果を私としては重く受け止めておりま

す。 

 投票率が50％に至りませんでしたが、市としては、市民に公平公正な情報提供を目的とし、

全有権者に庁舎整備の概要資料の送付や、公共施設等41か所での住民説明会を実施し、市民の

関心が高まるよう取り組んできたところであります。 

 参加状況としましては、延べ350名の方に参加をしていただきましたが、今後の室戸市を担

う若者や働き世代、特に若い世代の参加が少ないことを残念に思っているところであります。 

 次に、２点目の物価高騰による実勢価格での建築費の見積りについてであります。 
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 移転建て替えとした場合の物価高騰による現時点の概算事業費について、他市町村の事例を

参考に試算をしますと、約20％の増額になると想定をしておりますが、この試算につきまして

は、各市町村の採用工法や地域単価などに違いがありますので、あくまで参考値として考えて

いるものであります。 

 仮に、移転建て替えとする場合には、庁舎規模などの見直し、耐震補強等の場合には現庁舎

の耐震補強や改修工事等をどの程度まで行うかなど、今後検討する整備内容によって実施の事

業費が当初計画からは変わってまいります。 

 物価高騰による現時点の概算事業費に合わせて、事業費内訳、財源内訳、市の実質負担額に

ついての御質問でありますが、実施の整備内容等が決定しない状況においてはお答えすること

が困難でありますので、行政報告で申し上げましたように、事業費などの比較検討ができる、

より実勢価格に近い資料を専門業者に委託し、その結果について議員の皆様に御報告すること

を考えておりますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。 

 次に、３点目の１階及び地下設備の移転については、新築移転、耐震工事の検討と切り離し

て検討する必要があるとの御指摘についてでありますが、１階及び地下設備の移転について

は、議員御案内のとおり、津波による浸水を想定しての対策となりますので、耐震補強等の整

備と併せて考えていくことが合理的ではないかと考えております。 

 １階及び地下設備の移転については、早急な対策が必要であると認識をしておりますが、前

段の質問で答弁しましたように、専門業者への委託業務の中で、議員御提案の西庁舎の活用な

ども含めて耐震補強等の整備について検討を行いたいと考えておりますので、御理解のほどよ

ろしくお願いをいたします。 

 次に、４点目の新築移転を行った場合のタイムスケジュールについてであります。 

 先ほどお答えしましたように、現在考えている専門業者への委託業務期間が１年程度と見込

んでおり、その後、議会に諮り、庁舎整備の方向性が決定され、仮に新築移転となった場合に

おいても、移転先の決定から始めることになりますので、議員御案内の当初のスケジュールど

おりの取組は困難となりました。 

 次に、５点目の建築費の暴騰、中学校移転、庁舎新築移転といった多額の事業を住民投票の

結果を踏まえてもやろうとするのかについてであります。 

 ６点目の議会上程は、６月になるのか、９月になるのかについて、また７点目の庁舎新築移

転案は一時凍結、もしくは白紙撤回の選択肢を持ち合わせているのかについては、関連性があ

りますので、一括してお答えをいたします。 

 お尋ねは、新庁舎新築移転についてであろうかと思います。重ねての答弁となりますが、現

時点では、移転建て替えか耐震補強等か、どちらかに決定したわけではありません。先ほども

申し上げましたとおり、より実勢価格に近い資料の作成を専門業者に委託し、議員の皆様に御

意見をいただいた上で、整備方針を決定したいと考えているところでありますので、現時点で
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は議会への議案上程の時期については、決定をしていない状況であります。 

 次に、(4)市内民家の耐震化率の向上についてであります。 

 ３点目の個人の自己負担について、ある一定上乗せ補助の検討をしてもいいのではないかに

つきましては、本市が行っております住宅耐震改修工事費補助金は、耐震改修工事に係る費用

に対し130万円を上限に補助を行っております。この補助金額につきましては、高知県内の市

の中では、２番目に高い補助金額となっておりますが、一方では住宅耐震化率が51.4％と大変

低い水準であります。 

 私は、市長選挙に臨むに当たり、命を守るを第一の公約として防災対策の強化を訴えてまい

りました。市長就任後におきましても、その対策の効率化や強化を指示しておりますが、住宅

耐震化の推進を図るためには、何らかの新しい対策は必要であると考えていますので、今後に

おきましては、県の補助制度を踏まえた上で防災対策課など関係部署とも協議を行い、補助金

額の上限の見直しも検討してまいります。 

 市としましては、住民の命を守るため、地震による住宅の倒壊被害を防ぎ、速やかな避難を

開始するための住宅耐震化は、防災対策上、大変重要な施策と位置づけておりますので、今後

におきましても、住宅耐震化の推進を強力に取り組んでまいります。 

 次に、(5)むろと地域猫の会への支援についてであります。 

 まず、むろと地域猫の会の活動についてでありますが、野良猫と呼ばれていた猫は、飼い主

のない猫や地域猫と呼ばれており、その地域猫の増加を抑え、殺処分を余儀なくされる不幸な

猫をなくすとともに、猫の臭いやふん尿による困り事を少なくするなど、公衆衛生の向上や日

常生活の安定のため、ボランティアで活動されていると伺っております。そのおかげで、市民

の方々からは、地域猫が少なくなったとお聞きすることがあり、市への苦情等も少なくなった

と報告も受けております。その動物愛護の理念を持った献身的な活動には敬意を表するととも

に、感謝を申し上げます。 

 次に、飼い主のいない猫の不妊手術費用の補助の予算額の確保と不妊手術費用以外の活動費

の補助について併せて答弁いたします。 

 現在市としましても、県補助金も合わせて飼い主のいない猫の不妊手術等推進事業補助金を

交付し、むろと地域猫の会の活動を支援させていただいております。不妊手術費用以外の活動

費の補助は、現行の補助制度の対応か別制度での対応かを検討中でありますが、令和５年度当

初予算には、不妊手術費用の補助と合わせて昨年度当初予算の倍額の80万円を計上しておりま

す。 

 また、年度内に不妊手術の対象が増加し、補助金が必要となった場合も、県補助金との関係

もありますが、補正予算で対応するよう考えているところであります。 

 次に、保護猫の譲渡会の場所について、現在遺棄や野生繁殖した子猫の里親を確保し、動物

愛護の啓発及び生活環境を図る目的で、毎月１回、室戸世界ジオパークセンターの玄関前で子
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猫譲渡会を実施していただいております。その譲渡会の場所を、勤労者体育館など市の中心部

に近い場所の屋内へ移すことについては、施設の受入れ体制など課題もありますので、むろと

地域猫の会の皆様と施設等の担当者とも協議をしてまいります。 

 次に、ふるさと納税に地域猫活動を支援する寄附の導入について、他自治体の状況ですが、

日高村においては、用途を限定した形で寄附を募っており、寄附金の一部を団体の活動費に充

てているとお聞きをしております。ふるさと室戸応援寄附金基金を充てるのか、もしくは他の

自治体を参考に、団体の支援に限定する形で寄附を募るかなど、様々な手法の中でより効果的

なものについて検討してまいります。 

 次に、むろと地域猫の会のイベント活動の周知場所をつくることについてと、市役所が窓口

となり、むろと地域猫の会と連携した不妊手術の仕組みづくりについて、併せて答弁させてい

ただきます。 

 現在、飼い主のいない猫の不妊手術推進事業補助金の交付や、子猫譲渡会開催場所の使用許

可などの手続は、市民課生活環境班が担当しております。 

 また、先月の移動手術車での不妊手術実施についても、場所の使用手続などの支援をさせて

いただきました。 

 今後、むろと地域猫の会等の方々との協議の場を増やし、イベント活動の周知場所や連携体

制などの検討をして、飼い主のいない猫の増加を抑える対策などに取り組んでまいります。 

 次に、市長の政治姿勢についてであります。 

 私は、公約として１期目に引き続き２期目も、「命を守る」「室戸を創る」の２つを掲げて

取り組むこととしております。 

 それでは、主なものについて申し上げます。 

 まず、命を守る対策であります。 

 令和４年６月には、市立室戸診療所を開所いたしました。室戸診療所につきましては、今

後、本市の地域医療の中核的な役割を果たし、市民に信頼される医療機関となるよう指定管理

者とともに収支改善、診療体制の強化に取り組んでまいります。 

 次に、令和３年10月から取り組んできましたＪＳＴの共創の場形成支援プログラム地域共創

分野（育成型）ＳＡＷＡＣＨＩ型健康社会共創拠点につきましては、残念ながら本格型の採択

に至りませんでしたが、令和４年度のデジタル田園都市国家構想推進交付金事業で実施する地

域医療ＤＸ、医療ＭａａＳ車両の導入などによるオンライン診療の実施や医療介護の情報連携

など、高知大学との覚書に基づき継続して実施してまいります。 

 防災対策につきましては、室戸岬、菜生及び羽根コミュニティーセンターや佐喜浜防災ヘリ

ポートを整備してまいりました。 

 今後は、地域防災力の強化を図るため、旧町村単位における防災力強化体制を構築し、避難

路、避難場所などの機能向上を図るための整備や、維持管理を含めた自主防災組織活動への支
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援を充実させるとともに、大学と連携をした実践的な避難訓練など、市民一人一人の防災意識

や防災力の向上につなげてまいります。 

 津波避難対策としましては、これまで津波避難タワーや避難路の整備が一定進んできた中

で、今後は避難所の生活環境整備にこれまで以上に力を入れていく必要があると考えていま

す。 

 特に近年の地球温暖化による暑さ対策は、早急に取り組む必要のある課題と考えており、令

和５年度当初予算に避難所用の大型扇風機の購入費を計上しているところであります。 

 また、議員御指摘の津波避難タワーにつきましては、冬季に地震が発生した場合に、避難時

の低体温症等のリスクがあり、防寒機能を備えた避難場所等の確保、暖房器具、燃料等の備

蓄、温かい食事を提供できる体制の構築などが課題となっているところでございます。 

 本市における津波避難タワーは、今議会に条例案を上程しています吉良川町西灘津波避難タ

ワーの完成により、11基が整備されているところであります。 

 このうち、初期に建てられた室戸岬町中町及び室津東町津波避難タワーにつきましては、他

のタワーに整備されている備蓄倉庫などの屋内施設が整備されておらず、雨天時や寒冷時に

は、避難者は非常に厳しい環境に置かれることが考えられます。 

 既存のタワーへの屋根や壁を整備するには、補助金の関係で国への計画の変更申請が認めら

れることや、日当たりなどの環境が変わることに対する周辺の住民の方々の御理解など、クリ

アしなければならない課題も多くあり、現時点で整備方針が決まっていない状況であります。 

 いずれにいたしましても、災害時の避難生活環境の整備は、防災対策の施策を進めていく上

で重要な課題でありますので、今後どのような取組が考えられるのか、検討してまいります。 

 また、被災後に速やかに復興事業に取り組むことができるよう、事前復興まちづくり計画の

策定に新たに着手をしてまいります。 

 次に、室戸を創る対策についてであります。 

 ２期目においては、特に子育て支援対策と観光振興対策に重点を置いて取り組んでまいりま

す。こども家庭庁が創設される国の動向に合わせ、本市では令和５年度にこども子育て支援課

を新設し、室戸の赤ちゃんスターターキットなど、これまでの取組を継続するとともに、保育

料の完全無償化や小・中学校の給食費の無償化など、子育て支援対策を強力に進めてまいりま

す。 

 観光振興対策としましては、コロナ禍により変化する旅行ニーズへの対応として取り組んで

いるサステーナブルツーリズムに加え、海洋深層水等の室戸の資源を活用して、室戸市で心身

ともに健康になっていただくウェルネスツーリズムにも重点的に取り組んでまいります。 

 また、高知県下で開催される観光博覧会に合わせた誘客促進や、大阪・関西万博の開催に合

わせたＤＭＶの活用対策に取り組んでまいります。 

 移動手段の確保対策としましては、昨年10月にコミュニティーバスのむろはぴ号の本格運行
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を開始しました。 

 今後は、地区別意見交換会や各路線の利用状況等を踏まえ、適宜運行計画を見直すなど、利

便性向上に努めてまいります。 

 ふるさと室戸応援寄附金事業につきましては、積極的な情報発信や新規返礼品の開発に取り

組んだ結果、令和３年度には約18億9,600万円と最高の寄附額をいただくことができました。 

 今後も、新規返礼品の開発や新規事業者の育成にも取り組むことで、さらなる寄附額の増加

を目指してまいります。 

 商工業では、企業誘致の取組として、シェアオフィスの整備について、廃校などの遊休施設

の活用と並行して取り組んでまいります。 

 水産業では、３月頃に捕れる脂の乗ったブリを室戸春ぶりとしてＰＲを行い、ブランド化を

図ることで魚価の向上や販売拡大に取り組んでまいります。 

 また、水産物の陸上養殖技術を持った企業等の誘致に向けて、市内における陸上養殖の適地

調査を行います。 

 海洋深層水事業におきましては、新たな深層水取水整備も視野に入れたプロジェクトの推進

に取り組んでまいります。 

 環境対策につきましては、2030年度までのカーボンニュートラル実現を目標とする、脱炭素

先行地域への申請に向け、２月28日にゼロカーボン宣言を行いました。 

 今後、実現に向けた計画等を策定し、本市が脱炭素先行地域に選定されるよう、全力で取り

組みます。 

 健康づくり事業では、令和４年度策定の室戸市ウエルネスシティ基本構想に基づき、室戸の

自然や既存の健康施策等のウエルネス資源を生かした市民の健康づくりを推進してまいりま

す。 

 次に２点目、脱炭素社会を目指すとあるが、室戸市の主な二酸化炭素排出事業者は何社ある

のかと、その数値は把握しているのかについてであります。 

 本市では、脱炭素社会実現に向け平成28年３月、室戸市地球温暖化対策実行計画（区域施策

編）を策定しております。 

 その中で、2013年度、平成25年度室戸市における温室効果ガス総排出量は11万5,975トンと

なっております。部門別排出量としまして、産業部門の製造・非製造でのＣＯ２排出量が１万

6,721トンで、全体の14.4％、運輸部門の自動車・船舶が２万8,929トンで全体の24.9％、民生

業務部門の事務所・病院・商業施設・公共施設が２万7,495トンで、全体の23.7％、民生家庭

部門の一般家庭では３万2,093トンで、全体の27.7％、廃棄物部門の一般廃棄物・産業廃棄物

が1,524トンで、全体の1.3％を占めております。 

 議員御質問の二酸化炭素の排出につきまして、本市では、一般家庭部門からの排出量が最も

多く、次いで運輸部門からの排出が多くなっております。 
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 政府は、2020年10月、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにするカーボンニ

ュートラルを目指すことを宣言しました。 

 本市では、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガス削減に向け、日々取り組むとともに、吸

収源である森林の管理、植林などにも取り組んでまいります。 

 次に４点目、将来的に市の市街地の移転を目指すについてであります。 

 私は、庁舎の高台移転をすることにより、新たな魅力ある室戸市の創造に取り組めるチャン

スであり、そうした新たなまちづくり構想も、併せて市民に説明をしていきたいとの思いを持

っておりました。 

 昨年、庁舎整備検討委員会から御提案のありました場所に、庁舎の高台移転をすることを想

定をしますと、室戸高校や室戸消防署があり、新たに室戸警察署や室戸中学校、福祉施設やそ

の近隣に丸山長寿園も整備が始められております。 

 そうした行政機関や学校、福祉施設等が整備されることで、新たな人口集積のエリアができ

ることになり、にぎわいが起こり、ショッピングセンターや金融機関、飲食店などの整備も想

像されます。将来的には、住宅団地や企業団地、図書館やこども未来館、高齢福祉施設や健康

づくりセンターなど、機能的なコンパクトシティーをイメージしており、こうした津波の来な

い場所に一軒でも多く住家が移転するきっかけになり、少しずつ室戸高校の周辺が中心街とし

て発展することをイメージしております。 

 次に５点目、室戸市ＳＤＧｓ推進本部の仕事とその効果についてであります。 

 室戸市ＳＤＧｓ推進本部は、ＳＤＧｓの目標・ターゲットの達成に向けて、市民と力を合わ

せ着実かつ効果的な取組の発展を図るため、ＳＤＧｓと室戸市総合振興計画及び各分野におけ

る諸計画の一体的な推進及び進行管理に関することなどについて取り組む組織として令和２年

度に設置いたしました。 

 私としましては、ユネスコ世界ジオパークの取組や、先日行った室戸市ゼロカーボンシティ

宣言をはじめ、民間事業者が実施するクリーンエネルギー事業など、ＳＤＧｓの理念に資する

取組については、市を挙げて強力に取り組んでまいりたいと考えております。 

 また、各種計画などの進捗管理及び各施策を進める上では、各施策にＳＤＧｓの17の目標を

関連づけるとともに、私を含め職員一人一人がそういったことに意識を高くし、日々の業務に

取り組むことが大変重要であると思っておりますので、各種職員研修等を積極的に実施してま

いります。 

 いずれにしましても、推進本部を立ち上げ、取組を進めておりますことは、ＳＤＧｓの理念

を踏まえた各分野施策への方向づけや職員の意識向上につながっていると考えております。 

 今後におきましても、市民の皆様や学校、市内事業者などの様々なステークホルダー、利害

関係者との連携を図りながら、私が先頭に立ってＳＤＧｓが掲げる目標達成に少しでも貢献で

きるよう取組を進めてまいりますので、議員をはじめ市民の皆様の御理解、御協力のほどをよ
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ろしくお願いをいたします。 

 次に６点目、2025大阪・関西万博への取組についてと、８点目、2025大阪・関西万博への取

組についてとＤＭＶの活用対策について――失礼しました――ちょっとこの議員の番号が変わ

りましたので、すいません、この番号はちょっと修正させていただきまして、2025大阪・関西

万博への取組についてとＤＭＶの活用体制についてを、まず答弁させていただきます。 

 議員御案内のとおり、大阪・関西万博については、「いのち輝く未来社会のデザイン」をテ

ーマに、令和７年４月13日から10月13日の184日間の日程で開催される国家イベントでありま

す。 

 開催目的は、持続可能な開発目標、ＳＤＧｓ達成への貢献、日本の国家戦略Ｓｏｃｉｅｔｙ

5.0の実現であり、本市でも万博に掲げるテーマの実現に取り組むとともに、万博を訪れる国

内外の観光客等の誘客をはじめとする万博を契機とした地域活性化につなげるため、対応して

いく必要があります。 

 それら万博関連施策の一体的な企画・調整及び推進のため、令和４年11月に市役所内部の組

織として室戸市大阪・関西万博戦略会を設置しました。 

 令和５年１月に開催した戦略会では、公益財団法人大阪観光局の田中万博・ＩＲ推進統括官

にお越しいただき、自治体の果たすべき役割や今後の対策などにアドバイスをいただいたとこ

ろであります。 

 また、この２月には、ＥＸＰＯ2025大阪・関西万博機運醸成局長の堺井さんにもお会いし、

今後の御支援をお願いしたところでありますが、早速にチームＥＸＰＯ共創チャレンジの御紹

介をいただいております。 

 また、全国の自治体及び企業と連携した取組が行えるよう万博首長連合への加盟手続を進め

ているところであります。 

 さらに、広域的な観光の振興を目的に、昨年11月には高知県、徳島県、芸西村から阿南市ま

での四国東南部の市町村によって、四国東南部広域観光連携協議会が設置をされました。 

 また、令和２年１月に関西圏で活動されている観光関係者や商工業者及び大学教授などで組

織するむろと応援隊ムロトエイキーズを結成しております。 

 新型コロナウイルスの影響により活動ができておりませんでしたが、今後におきましては、

情報交換や交流会の再開など、結成目的の一つである関西方面からの誘客につなげていきたい

と考えております。 

 さらに、万博の行われる関西方面からの誘客に当たっては、徳島周りのルートが重要になる

と考えておりますので、ＤＭＶの活用も重要な対策となってきます。 

 観光客の利便性向上を図るため、平日運行をはじめとする増便や、奈半利駅との連結の要望

などの長期的な取組に加え、本市の停車場の魅力向上等に取り組んでいく必要があると考えて

おります。 
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 また、最御崎寺、津照寺、金剛頂寺や御蔵洞をはじめとする空海ゆかりのスポットにつきま

しては、海外の方には非常に訴求力が高いと聞いております。 

 サステーナブルツーリズムや、ウェルネスツーリズムなどを通じ、これから世界的に求めら

れる観光地域づくりの取組としましては、空海ゆかりのスポットの磨き上げや情報発信等を進

めていきたいと考えております。 

 次に７点目、戻って恐縮ですが、室戸中学校移転、庁舎新築移転の同時進行は財政的に可能

かについてであります。 

 まず、移転決定した場合の同時進行は、財政的に可能かについてであります。 

 まず、体育館及びプール建設を含めた室戸中学校移転の事業費は約31億3,000万円を想定し

ております。財源内訳につきましては、後ほど教育長のほうから答弁がありますが、この室戸

中学校移転については、国の負担金及び財政上有利な起債である過疎対策事業債を活用するこ

とにより、建設時の一般財源は10万円未満を、また後年度の負担につきましては、12年間での

返済を想定した場合、返済時の市の実質負担額は約４億8,000万円、単年度当たり市実質返済

額は約4,000万円と想定をしております。 

 この単年度に支払う実質負担額につきましては、財政運営の中で今後の事業に優先順位をし

っかりとつけ、事業の見直しを行うほか、国や県の有利な補助制度を活用するなど、財源確保

を図りながら計画的に取り組むこととしております。 

 次に、庁舎新築移転についてでありますが、仮に庁舎新築移転が決定した場合についての御

質問でありますが、庁舎新築移転につきましては、当初のスケジュールどおり進むことは困難

となります。 

 行政報告でも申し上げましたように、今後は現庁舎の耐震補強する際の地震・津波対策や浸

水区域外に整備する防災拠点の在り方について、庁内及び関係者の意見を取りまとめた上で、

将来の改修や建て替えの必要性などの長期を見通した積算を行い、庁舎規模を縮小し、移転建

て替えをする場合との費用面での比較検討ができる資料を専門業者に委託し、その結果につい

て、議員の皆様に御報告し、御意見をお聞きした上で、庁舎の整備方針を決定したいと考えて

おります。 

 こうしたことから、これまで住民説明会で示してきました事業費につきましては、今後、委

託する専門業者から費用面の資料等の結果を受けてから、再度、起債額、市の実質負担額等、

財政面などについて試算を行った上で、同時進行できるかについては検討していきたいと考え

ております。 

 次に８点目、道の駅構想についてであります。 

 御質問された内容につきましては、人口の少ない佐喜浜町に道の駅を整備しても、人が来な

いのではないか、また事業が赤字になり、市の財政負担につながるのではないかとの御心配か

と受け止めました。 
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            （発言する者あり） 

○市長（植田壯一郎君）（続） 大変失礼いたしました。通告の中にあったものですから準備

しておりました、答弁を。割愛させていただきたいと。 

            （発言する者あり） 

○市長（植田壯一郎君）（続） 失礼いたしました。この道の駅のことにつきましては割愛さ

せていただきます。 

 次に10点目、吉良川町町並み保存地区の老朽建物についてであります。 

 御存じのとおり、吉良川町の一部地域におきましては、明治以降の建築物が数多く残り、白

壁や水切瓦、いしぐろ等高知県特有の景観を有する……。 

            （発言する者あり） 

○市長（植田壯一郎君）（続） 町並みを形成していることから、平成９年度に重要伝統的建

造物群保存地区として選定をされ、現在に至るまで地区住民の方々の御尽力もあって、往時の

姿が保存されております。 

 また、同地区は本市の観光スポットとしても活用されており、本年度久々の開催となった吉

良川町町並みひな祭りなど、多くの観光客が訪れる場所となっております。 

 町並みの保存を行うに当たっては、保存地区内における建物の改修や修理、新築の際には景

観に配慮したものとするなどの規制があり、建物や壁などの外観に手を加えるときには、市が

許可を行う必要があります。 

 また、室戸市吉良川町伝統的建造物群保存地区保存計画において、特定されている伝統的建

造物については、保存すべき重要な建築物として、市としてその外観を維持する修理や復原的

修理を行い、保存していくこととしております。 

 これまで町並みの保存・保全につきましては、地域住民へのチラシ配布や広報により啓発を

行い、伝統的建造物の修理、伝統的建造物以外の修景に当たっては、所有者の負担を軽減する

ための補助制度も設けております。 

            （発言する者あり） 

○議長（亀井賢夫君） 静かにしてください、答弁中なんです。 

○市長（植田壯一郎君）（続） しかしながら、議員御指摘のとおり保存地区内の建築物の中

には老朽化が進み、瓦の落下や倒壊のおそれがある建築物も一部ありますが、そうした建築物

であっても、先ほど申し上げました伝統的建造物である場合には、保存すべき重要な建物とし

て取り壊しができないため、外観の維持による修理または復原的な修理による対応となりま

す。 

 また、伝統的建造物以外の建造物等の場合、伝統的建造物群と調和するよう修景基準に沿っ

て修景を行い、保存地区歴史的風致を維持することとしております。 

 町並み保存におきましては、建造物の連続性が重要視されている点から、基本的には建築物
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の保存を行うことが前提となりますが、老朽度合いなどを考慮し、やむを得ない場合には、取

り壊しについての検討を行う場合もあります。 

 しかしながら、除却後の土地の利活用については、建て替えや広場として利用する場合、景

観に沿った形での活用が重要となり、更地として放置されたりすることがないよう、事前に所

有者との十分な協議が必要となります。 

 また、町並み見学者等から保存地区内への休憩場所やトイレの設置について要望もあります

ので、その必要性も含め、引き続き関係者等と協議を行ってまいります。 

 今後におきましても、吉良川町町並み保存会をはじめとした地域住民と連携を図るととも

に、町並み保存の必要性や意義について広報・啓発活動を継続的に行い、老朽化した建築物に

ついては建築関係者等の助言を基に、所有者等と連携を密にし、補助制度などを活用しながら

建築物の保存・保全に努めてまいります。 

 私からは以上でありますが、副市長、教育長及び関係課長に補足答弁をさせますので、よろ

しくお願いをいたします。 

○議長（亀井賢夫君） 健康管理のため11時25分まで休憩いたします。 

            午前11時９分 休憩 

            午前11時25分 再開 

○議長（亀井賢夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 執行部の答弁を求めます。百田教育長。 

○教育長（百田貴昌君） 山本議員に、２、室戸中学校移転計画についてお答えいたします。 

 １、移転新築費用21億円に対しての実勢価格につきましては、試算の際に資材の高騰も加味

して計算しておりましたので、現状では変更はございません。しかし、今後も資材の価格など

が高騰し続けた場合には、事業費の見直しが必要になってくると考えております。 

 次に、②プール、体育館の施工計画につきましては、今後の協議により正式に決定すること

になりますが、その概算金額につきましては、他市町村の事例や資材の高騰を加味し、約７億

円から約10億円を想定しております。 

 建築が必要となった際には、校舎と同時に施工することを考えております。 

 次に、３の総額につきましては、現時点での想定でございますが、校舎の移転新築に係る費

用が約21億3,000万円、体育館及びプールの新築に約７億円から約10億円、総額は約28億

3,000万円から約31億3,000万円と想定しております。 

 次に、④財源計画や事業費の内訳についてでございます。 

 中学校新築の国の補助は、統合の場合と高台移転のみの場合で負担割合が異なります。保育

所及び学校適正規模・適正配置基本計画において、市内１中学校に統合することを示しており

ますので、統合となった場合の負担割合２分の１の想定で、また事業費の総額につきまして

は、約31億3,000万円の想定でお答えいたします。 
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 事業費の内訳は、用地費が約１億3,000万円、校舎の建築に約20億円、体育館及びプールの

建築費が約10億円で想定しております。 

 財源につきましては、国からの負担金が２分の１の約15億6,500万円、残りの15億6,500万円

は過疎対策事業債を活用できると聞いておりますので、市の実質負担額は約４億8,000万円と

想定しております。 

 次に、⑤移転計画のタイムスケジュールにつきましては、令和５年１月に室戸中学校高台移

転基本計画を策定いたしました。この中で、スケジュールとして施設整備については令和５年

度に用地選定と用地交渉など、令和６年度、７年度に用地の取得や造成、建築の実施設計な

ど、令和８年度、９年度に建築工事を予定しております。この建築工事が完了次第、年度途中

でも室戸中学校の移転を実施したいと考えております。 

 そして、統合が決定された場合は、令和10年度に統合中学校としてスタートすることを計画

しております。 

 新しい中学校の建設は、将来の担い手である子供たちが学校生活を送る場所であるため、慎

重に安全な移転先の選定を行う必要があります。また、室戸市のまちづくりも密接に関係して

まいります。 

 そのため、基本的な事項や整備の方針などについて、教育委員会と市長部局の関係課による

協議の場を持つとともに、学校関係者や保護者、地域の方々などから成る検討委員会を設置し

て御意見をいただく予定としております。 

 また、今後統合が決定された場合は、統合校としての開校準備の組織を設置して、目指す学

校像や子供像、教育計画などの検討を行い、統合の２年前には子供たちや教職員の交流を始め

ることとしております。 

 学校の新築には、現在の学校施設より、よりよい環境となることが求められますので、多く

の方の御意見をいただきながら慎重にかつできるだけ早く高台移転を実現できるように取り組

んでまいります。以上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） 山本防災対策課長。 

○防災対策課長（山本康二君） 山本議員に大きな１点目の(4)市内民家の耐震化率の向上に

ついて市長答弁を補足いたします。 

 まず、１点目の現在の本市における民家の耐震化率についてですが、本市の住宅耐震化の状

況といたしましては、令和４年４月１日時点で住宅総戸数6,323戸に対し耐震性がある住宅戸

数は3,247戸となっており、耐震化率は51.4％となっております。 

 次に、２点目の現在の耐震補強補助金の件数が少なく、年間100件近くを目標に対応を検討

していくことができるのかについてでございますが、本市では平成20年３月に本市における建

築物の耐震化を図ることを目的とした室戸市耐震改修促進計画を策定し、これまで住宅耐震診

断委託料、住宅耐震改修設計費補助金、住宅耐震改修工事費補助金等の事業を行っており、実
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績としましては平成18年度から令和３年度までで170件の住宅耐震改修に取り組んできたとこ

ろであります。 

 また、令和４年度における耐震改修工事の件数は40件の見込みとなっているところでござい

ます。 

 御質問の補助件数を増やすことにつきましては、これまでにも広報紙への掲載や耐震改修を

必要とする住宅を対象に、毎年戸別訪問により啓発パンフレットなどの配布や耐震に関するア

ンケート調査などを行い、制度の周知を図ってきたところでございます。 

 一方、耐震改修には、自己負担が生じる場合や家庭の事情などもあることから、補助申請件

数は、住宅所有者の意向に影響されるという、行政側の意向だけでは難しい面もあると認識を

しております。 

 こうした課題への対策の一つとして、前段で市長が答弁しましたが、まずは自己負担の軽減

に向けた補助金上限額の見直しについて検討してまいります。 

 なお、申請件数の増に対するこれまでの予算措置につきましては、補正予算対応も含めまし

て申請状況に応じた対応を行ってきたところでございます。市としましても、住民の命を守る

ため、地震による住宅の倒壊被害を防ぐとともに、速やかな避難につなげるための対策とし

て、住宅の耐震化は防災対策上重要な施策として位置づけているところでございます。 

 今後におきましても、申請件数の増及び申請者の要望に応えられる予算措置に取り組んでま

いります。以上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） 黒岩副市長。 

○副市長（黒岩道宏君） 山本議員に(6)企業立地促進事業費補助金についての１点目から３

点目についてお答えをさせていただきます。 

 まず、１点目の公益性についてでありますが、公益性とは一般的に特定の個人や組織のみだ

けでなく、広く社会一般に恩恵がもたらされていることとされており、私もそのように理解を

しております。 

 本補助金の目的は、本市での企業立地を促進し、産業の振興による地域経済の活性化並びに

就業機会の拡大を図ることであり、この補助金の活用により少子・高齢化や人口減少など、地

域経済の衰退が課題となっている本市において、地域に新たな雇用の場の創出による就業機会

の拡大などの恩恵がもたらされることについては、十分に公益性が認められるのではないかと

考えております。 

 また、公益上必要がある場合は、民間企業であっても補助対象とすることは可能であり、

国・県及び他市町村においても行われていると承知をしております。 

 次に、２点目の個々の事業に公益性があると認めた理由についてであります。 

 個々の事業の選定理由及び効果につきましては、担当課長から説明をさせていただきます

が、それぞれ審査会において適切に判断されているものと考えております。 
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 次に、３点目につきましては、先ほど申し上げましたように、これまでに公益性がないと認

める事例はなかったと考えております。 

 私からは以上です。 

○議長（亀井賢夫君） 上松財政課長。 

○財政課長（上松富士樹君） 山本議員に(6)の公金補助金支出に当たり求められる公益性に

ついてお答えいたします。 

 補助金等の交付は、地方自治法第232条の２で「普通地方公共団体は、その公益上必要があ

る場合においては、寄附または補助をすることができる」と規定されております。 

 本市におきましても、補助金の交付に関し、基本的なことを室戸市補助金交付規則で定め、

その他必要な事項は補助金ごとに要綱を定めているところでございます。 

 交付決定に関しましては、室戸市補助金交付規則第５条の規定に基づき、申請を受けた担当

課において補助金の趣旨や目的に沿っているか、その内容及び公益性、妥当性などを審査し、

交付決定を行っております。 

 この公益性とは何か、民間企業に補助金を出すことについて他自治体の条件なども見てみま

すと、事業の目的や内容について、社会経済情勢や市民ニーズに対応することとされており、

本市におきましても、こうした条件を基に交付決定を行っているものと認識しております。以

上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） 山崎産業振興課長。 

○産業振興課長併農業委員会事務局長（山崎 桂君） 山本議員に大きな１点目、市政運営全

般についての(6)企業立地促進事業費補助金についての②個々の事業が公益性があると認めた

理由についてお答えいたします。 

 これまでに補助金が適用された実績は４件となっております。これらの事業の実施により、

地域経済の衰退や労働人口の減少に歯止めをかける効果があったと受け止めており一定の公益

性はあるものと考えております。 

 なお、それぞれの事業実施による効果及び新規雇用の実績についてでありますが、キッチン

カフェ海土につきましては、地元食材を使用することによる生産者等への波及効果やふるさと

納税の新たな返礼品の開発などで、新規雇用は６名です。 

 有限会社ヤマジュウにつきましては、地元食材を使用することによる生産者等への波及効果

やふるさと納税の新たな返礼品の開発などで、新規雇用は４名です。 

 有限会社仙頭車輌につきましては、新工場建設による事業拡大や地元産業の活性化などで、

新規雇用は２名です。 

 株式会社ハザケンにつきましては、高齢者等の買物困難者の解消や地域経済の活性化など

で、新規雇用は４名となっております。以上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） 谷口代表監査委員。 
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○監査委員（谷口稀稔君） 山本議員さんにお答えをいたします。 

 (6)企業立地促進事業費補助金についての④、この事案は通常の監査のみしか行われなかっ

たのかについてでございます。 

 この室戸市企業立地促進事業費補助金につきましては、平成31年３月29日に補助金交付要綱

が制定され、同年４月１日より施行されたものでございます。 

 これまでに６度の要綱の改正を行うなど、制度として一貫性が乏しいと思われるところか

ら、本年度の定期監査におきまして、制度の見直しについて担当課へ指摘をしたところでござ

います。以上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） 大西観光ジオパーク推進課長。 

○観光ジオパーク推進課長（大西 亨君） 山本議員に１の(7)市長の政治姿勢についての３

点目、シレストむろとの状況及び今後の方向性についてお答えします。 

 シレストむろとにつきましては、地域資源である海洋深層水を活用した市民の健康増進と交

流人口の拡大を目的に、平成18年度に整備された施設で、現在の指定管理者の管理期間が本年

度末であるため、指定管理者の公募を２回行いましたが、候補の選定に至りませんでした。 

 施設の今後を検討する中で、まず施設を閉鎖するか、継続させるかにつきましては、施設を

継続させる場合は、燃料費の高騰や施設の老朽化・塩害への対応などによる維持費が発生しま

す。 

 一方で、施設を閉鎖する場合は、施設整備に係る補助金の返還や市民の健康機会の減少、施

設閉鎖によるイメージダウンなどが考えられます。 

 また、市民の健康づくりとウェルネスツーリズムを推進するため、本年度策定するウエルネ

スシティ基本構想においては、中心的な施設となることから、施設を継続させることが必要と

考えております。 

 次に、施設を継続させる場合の運営方法についてですが、指定管理者の再公募、市の直営、

市が設立した法人による指定管理が考えられます。指定管理の再公募につきましては、これま

でも市内外の事業者に打診していましたが、当施設の指定管理に前向きなお話が聞けておりま

せんので、休館期間が長期化する可能性があります。 

 市の直営につきましても、給与や勤務時間等から市の雇用は困難でありますので、市が法人

を設立して指定管理する方法を考えております。 

 次に、設立する法人の種類ですが、株式会社、合同会社、ＮＰＯ法人などが考えられます

が、設立までの期間や費用等を考慮すれば合同会社が適していると考えております。 

 以上のことから、市が合同会社を設立し、指定管理者制度を活用して施設の運用をすること

で施設の継続をしたいと考えております。 

 なお、合同会社は市の出資100％で、出資金を令和５年度当初予算に計上しております。 

 また、今後のスケジュールにつきましては、４月中に会社を設立し、５月に指定管理者の決
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定をいただければ、６月の施設の再開ができる見込みとなっております。 

 いずれにしましても、利用されている方や関係機関の方々には御迷惑をおかけすることとな

りますので、早期の再開に取り組んでまいります。以上です。 

○議長（亀井賢夫君） 辻󠄀まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（辻󠄀 さおり君） 山本議員に(7)市長の政治姿勢についての５点目、

室戸市ＳＤＧｓ推進本部の活動などにつきまして、市長答弁を補足させていただきます。 

 まず、推進本部会議につきましては、令和３年度には２回開催しており、第１回目の会議で

は、各課においてどのような業務がＳＤＧｓに結びつくのか、また他課もしくは関係機関等と

連携して取り組める事業はあるのかなどについて意見交換を行いました。 

 第２回目の会議では、四国経済産業局主催による自治体職員を対象としたＳＤＧｓ勉強会を

開催するとともに、前回会議で出された本部員からの意見を基に、今後は市職員の意識アンケ

ートを実施することなどについて情報共有を図りました。 

 そして、市職員ＳＤＧｓ認知度アンケートを実施したところ、聞いたことがなかった、もし

くは聞いたことはあったが何かは知らなかったと答えた職員は、回答職員の約30％であり、ま

た関心がない、もしくはあまり関心がないと答えた職員は約41％でありました。 

 これらの結果から、まずは市職員の研修を行うことにより、意識を高めること、併せて市民

や市内事業者等への普及啓発に取り組んでいかなければならないと改めて認識したところであ

ります。 

 その後は、室戸市商工会に御協力をいただき、市内事業者を対象として、四国経済産業局主

催によるＳＤＧｓ経営勉強会を開催しております。 

 令和４年度には、県内初のＳＤＧｓ未来都市に選定され、自治体のＳＤＧｓ達成に向け、先

進的な取組を行っている土佐町役場の職員を講師に迎え、正職員を対象として研修会を実施い

たしました。 

 また、室戸市内のＳＤＧｓにつながる取組を取材し、動画制作、そして各種媒体で情報発信

しており、これまでに炭焼き職人、兼業農家、大工、日本語指導者の方々に御協力いただき、

動画配信サービスなどで現在約4,600回視聴されております。 

 そして、市の広報では、「室戸とＳＤＧｓ」と題して、これらの動画の概要説明や動画を見

た高校生、大学生などの感想を掲載しております。 

 今後におきましても、各分野の方々の取組を取材させていただき、情報発信することで、地

域におけるＳＤＧｓの認知や理解の促進に取り組んでまいります。 

 なお、来年度早々には推進本部会を開催し、これまでの取組の効果・検証や今後の方向性な

どを検討していきたいと考えております。 

○議長（亀井賢夫君） 山本賢誓議員の２回目の質問を許可いたします。山本賢誓議員。 

○９番（山本賢誓君） ２回目の質問をさせていただきます。 
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 まず、質問の前に、答弁ですけれども、当然、答弁は執行部が書いて市長がということです

けれども、例えば自分が一番最後に質問した吉良川町の町並みの建物の問題ながですよ。それ

はもう実際に倒壊しかかって、足で蹴ったら倒れるぐらいになってますよ、現場は。それが生

涯学習課の補助でできるか、無理だったらほかの危険物除去というようなほかの課にも事業が

あるがで、それでできないかどうかっていうのを、あんだけのうのうとのうのうと長うに答弁

せえでもえいですよ、課長。要するに要領よく結果をどうするかしないか、判断するかしない

かの答弁だけでいい、長ければいいというもんじゃないですきね。市長もそこなところは、読

んだら割愛してやるばあの気持ちがなけりゃいかんと思います。 

 それでは、２回目の質問に入りますけど、あの似いたような答弁というか、質問いっぱいし

ましたので、順序が狂うこともあるかも分からんということをちょっと了解しちょってくださ

い。 

 もう一回、一番最後にした町並み保存地区のがからやりますけれども、これってそういうふ

うな対応を前向きにするのかどうかの答弁をください。 

 それから、庁舎の見積りというような問題も、質問事項でやってるがですけれども、まあ市

長の答弁は20％の値上がりがというて答弁しましたわね、20％、答弁したでしょう、全体の見

積りは。 

            （発言する者あり） 

○９番（山本賢誓君）（続） ほんで、この工事は附帯工事と建築工事と２つあって、まあ附

帯工事のほうは土木関係、土木関係のほうが確かに多いと思いますけれど、それでも橋梁も入

っちゅうわけです、橋。それと、建築は資材がほとんど、そういうことで、この質問書を作る

前に私もあんまり離れた数字を質問するわけにいかんから、担当の職員とも打合せ――打合せ

といったらおかしいですけども、話合いをして、60億円にはなるというような話合いでした

よ、最初はね。僕は70億円、75億円が要るんじゃないかということで、ああしてどんな答弁が

出てくるかなと思ってましたけど、20％でって金額は試算ができません。市長、これおかしな

いです。物価単価はちゃんと出ちゅうやないですか。それに、教育委員会の答弁を見てくださ

いよ。ちゃんと数字出してきてるじゃない、総額の。教育委員会は21億円プラス５億円、６億

円ということで、30億円に足らんぐらいの話もしてましたけど、僕は上乗せ分、上振れ分が絶

対あるから、30億円ぐらいの予算規模になると見ちょったがですよ、この中学校の校舎移転建

築費は。31億円ですよ、教育委員会が出してきたのは。ほとんど変わらんやないですか。庁舎

の新築移転の経費は、私は65億円から70億円、その中には橋梁、道路とか、用地造成費用の増

額分も僕は入れてます。それと、用地の造成とかには、土木関係ですけれども、この４月から

労務単価が一律に５％上がります。これは土木工事の共通単価の基礎になる、土木単価はね。

そういったものも加味したら、庁舎の新築移転は60億円は軽く超えると思いますよ。そういう

話合いをして、自分が質問書65億円って出したのに、何で20％になるかというところ、そこが
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不思議でたまらんがですけれども、市長ね、議会でそういう数字をはっきり出さんと、少々の

上へ上がったり下へ下がったりするのは、それは構わんですよ、当然。しかしながら、市民に

数字を知らすのに、こんな20％、中学校はちゃんと出してくれたのに、市の庁舎建設費は20％

ぐらいの上乗せですって、そんなもん納得できるわけがないでしょうが。 

 例えば梼原町は御存じのように、雲の上のホテルでしたかね、あれ28億円で当初で計画をし

ちょったがですよ。まだ質問してないきん、市長ね。ほんで、28億円、梼原町はね。それが私

らが想定しちょったと、すっぽり一緒の1.65倍、資材の高騰分が。47億円、８億円に上がって

ましたよ、梼原。それで、全く白紙状態にして、二十二、三億円の建物に変えた。知ってます

ろう、新聞にも載っちょったし。 

 そういうふうなことがあるわけで、そこでも去年度、令和４年度で1.65倍以上上がっちゅう

がです、資材が。 

 もう一回、２回目の質問で聞きますが、この20％で、これでずうっと後々伝えていって間違

いないかどうかということを聞きます。それを答えてください。打合せとあまりにも違い過ぎ

る。 

 それと、庁舎の金額の数字をはじくのに、附帯工事分、道路と橋梁、用地造成費、そこらの

上乗せ分はどれぐらいと見るのか、それも答弁してください。 

 それから、④で質問したタイムスケジュールの話ですけれども、もう順調にいったら令和７

年度から工事にかかるがですよ、庁舎、今の計画やったらね。今、５、６、７、もうすぐでし

ょうが。それはもうまず無理やというようなことも、無理というか、延長に延びていくという

ことを市長も先ほど言いましたので、それはそれで仕方がないことですけれども、直近の数、

市民に判断を仰ぐ数字らがあまりにも、何というか、適当過ぎやしませんかっていう思いがあ

るがですよ。そこなところはちゃんと市民に了解も得ないかんので、市民に提供する資料には

ある意味、正確なもの、そして単価にしたら暫定単価しかできんことは分かっちゅうがですけ

ど、ある一定の想定単価というものを出してから市民に説明せにゃいかん。結局47億円から私

らが想定する65億円、70億円は分かっちょったはずですよ、絶対に内部では。それは財政課長

は知らんかった。財政課長は知らんかったけれども、そりゃびっくりしたでしょう、この数字

を聞いたときに。なぜびっくりするかいうたら、中学校と庁舎が１年違いぐらいの時点でスタ

ートして、借金３年据置しても、返還していく間は20年ぐらい重なるじゃないですか、中学校

と庁舎と。そういったことはね市長、やっぱり早い目に財政課長ともそういう話もしちょかな

いかんですよ。 

 それで、質問事項に入りますけども、防災対策課長に聞きますけれども、この中で私が耐震

補強をなぜ強化せにゃいかんかというのは、市長も命を守るとか、室戸を創る中で、いろいろ

いろいろ事業を言ってましたけれども、例えば福祉も介護も医療もそうですよ。それはできま

すけれども、そこへ行くには命があって初めてそういうサービスが受けれるということよね。
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その基本になる命を守るのはどうするかということですよ。それには、住宅の耐震と、それか

ら避難をした場合に、これ質問もしてないのに、はや市長が先に答えてくれよったですけど、

ねえ市長、例えば避難タワーへ逃げますわね、避難タワーへ。それが真冬の雨とかというよう

な状況やって、避難タワー、津波が引いても、そのほかの避難待避場所へ行けれないというと

きには、タワーの上に取り残されるわけじゃないですか。そのときに暖を取るものが全くない

施設があるでしょう。それは避難タワーを造るとき、最初建てるときから、１基目を建てると

きからそういう指摘はしてきたがですよ。執行部の答弁は、経費がかかるからできませんとい

う。人の命と経費とどっちが大事かという話になってこんです。 

 とにかく、ほんで耐震とそれから避難タワー一時的になっても、暖を取るようなものは、簡

易なもんでできるはずですから、そういったことを恐らく来年度あたりから、国が避難タワー

へ逃げた人の低体温症対策というものを国会で言よりましたから、大臣が。そういうものも出

てくると思うがですよ。そういうものに早急に取り組んでいってもらいたいと思いますが、誰

が答えてくれるか、防災対策課長でもよろしく頼みます。 

 さっき言いました命あって初めて次のステップへ進めるということですので、ぜひそういう

ことをやってもらいたい。もう一回、くどいですけれども、そういうことは言っておきたいと

思います。 

 それから、さっきの住宅の関係で、個人の負担分に対しては検討するという市長の答弁あり

ましたわね。それは非常に大事なことで、前向きのありがたい答弁だと思います。防災対策課

長に聞きますけれども、実際にそういうような取組をやろうとすれば、いつからできるかとい

うことをちょっと答えてほしいと思います。 

 それから、避難ということで、避難路が室戸市内にたくさんできてます。200件かどっかば

あの道路ができてますけれども、その維持管理も自主防災組織の方々にお願いしてます。た

だ、避難道路が出来始めた時点から、とにかく室戸の平地が少なく、山が急峻なもんで、でき

た避難道路がきつい坂道ばっかり。僕ら私らも視察に回りましたけれども、これやったら車椅

子で行けるなというのは、室戸市内で１か所でしたよ。椎名のコミュニティーセンターの東っ

側へできたやつが、それやったら誰かが車椅子押したら、お年寄りも逃げれるという程度で、

ほとんどあとは逃げれない、老人の方々はね。羽根はそれができたときに、前に住む住民のお

ばあさん方が、私らこんな道はよう歩かんと、市役所は私らに死ねということか。こんな言葉

がすぐ出てきましたよ、私らの前で。だから、それは全部一概に対応はできんですけども、そ

れも命を守る大事な事業ですから、そういうことも一つ一つはやってもらいたいと、もう一回

検証して、それでその対象の方々も、15年も前から減っておらんなったら必要ですから、避難

路をちょっと中心でまとめるかどうかということも考えてやってください。それもちょっと答

弁してもらいたい。 

 それから、企業立地促進補助金のことですけれども、これってまあ最初から、できたときか



－78－ 

ら質問でも言いましたけれども、事業所を造るのと人を雇うのが一緒というがで、新たな室戸

のスタイルかも分からんですけど、それはそれでいいがですが、市長ね、市長がこの仕事をス

タートさせちゅう。それで、最初は3,000万円、上限が。その次が2,000万円、改正で、要綱の

変更で。それで、今年から1,000万円でしょう。1,000万円やないか。恐らく決まるがよね、ど

うせ。というのも、そういう話も出てましたけど、何でどんどんどんどん下がっていくかとい

うことです。人雇うて、公益でなると、3,000万円、4,000万円、5,000万円上げちゃったらど

うです、市長。本気にしてもろうたら困るがやけんど、3,000万円から2,000万円に下げていっ

て、1,000万円が検討されゆう。それはその事業そのものが執行部の中でおかしいっていうこ

とが出ちゅうやないですか、たくさん。 

 それと、今言よったように、公益性の話は、大体僕は家で考えて、こういう答弁が出てくる

ということは想定してました。ほんで、市民の方々が、私の質問も聞いて、執行部の答弁も聞

いて、本当に公益性がっていうことを全部理解してくれるかどうかです。 

 市民が理解してくれるような一部の事業者だけが助かる――助けると言うたらおかしいです

けど、助かっていくような事業は、市民の理解が得られんようなやつはあまりおかしゅうない

ですか、市長。物が物だけに、あまりにも市単としては規模がでか過ぎて、おかしいと思いま

す、これは。 

 ほんで、監査委員さんは本当申し訳ない。来てもろうて、ちょっと機嫌が悪かったがですけ

ど、私らも監査の中身知りませんから、聞きたいがですよ。何百何千とある事業の中で、一々

一々問題に目を通すということはないけれども、さっきの答弁で、見直しを指示したっていう

答弁をしよりましたわね。それはやっぱり最初から３回、４回、５回、６回と要綱を変えてこ

にゃいかんほど、やっぱり部分的におかしい部分があったということと思います。 

 それとほんで、金額的にこれが市の単独事業ですよ、市単。これがそんな大きな金額のやつ

が出たときに、そのときに要綱、要領を見て、果たしてこんな大きな金額が公益性があって、

妥当な支出かってということを、審議はせざったがですか、監査委員さんは、監査の中で。 

 ほいで、私らまだあまり監査のこと詳しゅう知らんがですけど、年間に何ぼか補助事業があ

って、その中で何件か抽出して、要綱なりを審査するようなことも聞いてますけれども、この

事業がそういう対象に全くなってなかったということです。なってないということで、それ以

上聞けんやないですか、ほいたら。 

 ほんで、例えばどいても来てもろうちゅうき、聞かないかんがですけど、そういう事業を見

つけた場合に、指導もしたというときに、気がついたのは、今年やないはずですき、その最初

から気がついちゅうはずやき、そういうときにやっぱりこれからの補助事業に対しても、審査

していくっていう姿勢は持ってもらいたいですけども、どうですかね、ということで答弁ちょ

っとください。 

 まだ時間ありますかね。それから、市長にもう一回、もう一つ最初の件で、ずうっと市長は
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住民投票やる前からやってからも、住民の判断を仰ぐ、住民に決めていただく、そういうこと

を言ってました。それから、決めるのは議会ですっていうようなことを言ってましたけれど

も、住民に決めていただくという意味の中で、やっぱり50％というががまるったいきちゅうと

いうことですが、それもちょっと教えてください。 

 50％、修正議案が、あれが生きちゅうかどうか。市長の中でで。 

 それと、耐震の、順序が行き来して申し訳ないんですけど、耐震か新築移転かで、私は耐震

工事をということです。それで、市の出した資料の中では、耐震工事だけやったら３億円とい

うがは、長寿命化工事をのけて３億円が出てましたけど、それは３億円では足らんとは僕も思

います。それは５億円ぐらいとしてきて、そしてある一定の外壁工事とか、外壁工事とかのコ

ンクリートの増厚、そういう工事も施して、そしてこの２階を、西庁舎へ２階部分を延ばし

て、１階の執務と……。 

○議長（亀井賢夫君） 山本議員、残り５分です。 

○９番（山本賢誓君）（続） 執務室と地下の設備、それを上げてするということを、私は進

めゆうがですけど、それやったらね、執行部が出してきた長寿命化工事というのは、何か怪し

いがですけど、発注減というのはね。そういうことらもかなり勉強しながら、抑制、抑制をし

ていったら10億円ぐらいで地下も移せる、10億円か15億円ぐらいで地下の設備も１階の執務室

も移せて、津波対応ができるっていうんが、できますよ。 

 ほんで、それからそこで20年、言うたらこの庁舎の耐用年数20年おったら、そのときに室戸

市の人口は6,000人ですよ、大体想定で。そしたら、ほとんど町村並みのレベルになって、職

員数も今の440人という数字が100人か150人まで落とさないかんがですよ。職員の中には、人

口が減っても事業が多うなるき、職員数は減らせれんという意見も聞いたんですけど、それは

全部が全部で少のうなりゃ、当然減らさにゃいかんということですよ。そしたら、20年後やっ

たら適正規模の建物ができるわけですよ、小さくて、体育館のようなワンフロアで全部の課が

入れるという仕組みができるわけですよ。そしたら、それまでやったら、今の積立てを続けて

いったら、借金せんでもできるでしょうが、借金しなくても。今、市長は新庁舎へ移すとした

ら、適正規模じゃなくて、規模を縮小するっていうけど、これ規模縮小できんやないですか、

今の職員、議員の数、そういったものが１人当たり６平米、８平米と決められちゅうわけです

から、それを勘案したら、面積の小さいものは建てれませんよ、今と同じようなものを建てん

と。そしたら、やっぱり40億円、50億円、60億円になってくるじゃないですか。どっちが財政

的に有利だということは、子供でも分かります、それぐらいのことは。簡単な足し算引き算で

すよ。今の質問でそういう判断ができるかどうか、もう一回答弁をお願いしたいと思います。 

○議長（亀井賢夫君） 昼食のため13時15分まで休憩いたします。 

            午後０時12分 休憩 

            午後１時15分 再開 
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○議長（亀井賢夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 執行部の答弁を求めます。植田市長。 

○市長（植田壯一郎君） 山本議員の２回目の質問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。 

 10点ほどの具体的な御質問を受けましたので、随時答弁させていただきます。 

 まず、１点目の御質問でございますけれども、吉良川の町並みの物件に関して、倒壊しかけ

ているものがあっているが、前向きに対処をするのかどうかの答弁を求めるということでござ

いました。 

 この問題につきましては、１回目での答弁でもかなり具体的に踏み込んで議員にお答えをさ

せていただきましたけれども、御指摘の指摘は特定物件でございますので、現在所有者とその

協議をしているところでございますので御理解いただきたいと思います。 

 ２点目は、庁舎の見積りに関して、20％程度の増額といった私の１回目の答弁に対して、

様々な御意見をいただきました。例えばその金額についても、これだけ高騰してる状況の中

で、65億円あるいは70億円ぐらいといった物事の額になるのではないかといった御意見や、中

学校も31億円といったいろんな見込みもされるのではないか、道路用地、様々な問題だとか、

さらには５％労務単価も一律に上がりますよといった社会情勢のことも併せてどうするのかと

いった御質問でございました。そうした物事を捉えて今回の投票の状況も踏まえてということ

でありますけれども、何度も答弁をさせていただいておりますように、実勢価格に近い資料の

作成を専門業者に委託をして、その内容について議員の皆さんに御説明をさせていただき、そ

の実情に沿った見積りに基づいて、議員の皆さん方の御意見も聞きながら判断をしていくとい

うことでございますので、どうぞ御理解をいただきたいと思います。 

 ３点目でございます。 

 庁舎、今回の一連の説明会については、これだけ物価高騰されて、既にいろんな物事に対し

て高騰した状況などの直近の数値を市民に提供していくといったことが必要ではなかったのか

という御指摘のように受け止めました。 

 今の状況で執行部内部でも協議した思いとしましては、耐震補強、あるいは新築移転がどち

らにするかといった決定のされた物事でない中での説明会であったことだとか、市民にまたい

ろいろ混乱をさすような説明の仕方をしないほうがいいのではないかといった思いも持っての

説明でありましたけれども、可能であれば、御指摘のようなことなどをしっかりと精査をして

説明をしていくことというのは大事ではなかったかなというふうに受け止めております。 

 ４点目、庁舎と中学校の重なる大規模な事業をやるについて、やっぱり両方合わせた財政問

題をしっかりと協議をしながら進めていくことが大事ではないのかという御指摘に受け止めま

したけれども、説明会の中では確かに庁舎の問題に偏った説明、一方的な説明になりましたけ

れども、しっかりと財政的な計画は、中学校の高台移転を先行して取り組んでおる背景もあり
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まして、しっかりと合わせた財政計画の検討を重ねてきたところでございますので、御理解を

いただきたいと思います。 

 ５点目、避難タワーについて、例えばその避難タワーに逃げても、最初に造られた１基、２

基については、低体温対策ができていないじゃないかということで、早急な対応をしていくべ

きではないかという御指摘でございました。これは御指摘のとおりでありまして、私もそうし

た問題意識を持って内部で協議しておりますので、できるだけスピードを上げて取り組んでい

けるように対処したいと思っております。 

 次に、６点目の住宅の関係で、これは耐震補強ということの物事で、個人負担をどう考える

のかという御質問をいただきまして、１回目でも、課長へということでございましたけれど

も、お互いに調整をしながら答弁をさせていただいておりますので、私もそうしたことに対し

ても問題意識大きく持ってますので、早期に検討していくということでお答えにさせていただ

きたいと思います。 

 ７番目、避難路がたくさんできているが、きつい坂道ばかりで、車椅子で行けるのは１か所

しかないと、高齢者にとっては大変な状況で心配であるといった御指摘の御質問をいただきま

した。 

 このことも、全く御指摘のとおりに私も受け止めておりまして、今後どうした方向で、でき

るだけ車椅子などでも上がりやすいような避難路、あるいは夜間でも避難のできるような照明

の問題、そんなこと様々まだ残った状況がありますので、随時早期に対応できるような検討を

重ねて取り組んでいきたいと考えているところでございますので、御了承賜りますようによろ

しくお願いをしたいと思います。 

 ８点目、企業立地促進事業費補助金について御意見をいただきました。 

 公益性といった問題につきましては、前段、副市長からも答弁をしていただきましたが、

3,000万円という額について市単としてはおかしくないかと、そういった補助金というのは大

変高い補助じゃないかという御指摘だと思いますけれども、御案内のとおり室戸市の町の現状

を考えたときに、いわゆる若者に魅力のある雇用の場の確保、さらには人口の流出、あるいは

若者の定着、そんなことを私も市長選挙で公約をして何とかしていきたいといって市長に就任

した、その１年の中で執行部と協議をする中で、額としては3,000万円、非常に大きな額だな

という認識もありましたけれども、室戸市のそうした喫緊対策をするときにインパクトのある

補助金制度を設けることは大事ではないかなと、この補助金3,000万円の企業立地促進事業費

補助金というのは２分の１の補助金ですので、3,000万円事業者のほうが投資をかぶせて

6,000万円以上の場合、3,000万円の補助をしますという、こういった50％の負担金も持って進

めていく、地域が活性化される、一方では若者の魅力のある雇用の場につながるといったよう

な総合的な判断の中で踏み込みました。踏み込んで始めた。その後に市民からも、庁内からも

様々な意見をいただく中で、その再検討に取り組んできたということでございます。 
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 ９番目でございます。住民投票をやってからも、住民の判断を仰ぐ、市民に決めてもらおう

と言ってきたのに、50％とする気持ちは生きているのかという私の思いを聞かれた質問かと思

いますが、当然条例のほうでは50％という決まりがありますけれども、今回のこれだけの大差

を受けて、私が考えを直して、もう一度しっかりとした民間企業に委託をして、調査をして、

議会に説明をし、どうするかを判断をするという方向に転じましたので、これは御理解いただ

きたいというふうに思います。 

 最後ですけれども、耐震補強か新築移転かということに関して、耐震補強の場合は３億円で

は足らんと思うが、５億円ぐらい、外壁工事なども踏まえても、10億円ぐらいでできるんじゃ

ないかというようなお考えの御意見もいただきまして、２階の部分を西庁へ移転させることを

進めているという、がいいんじゃないかという御意見を持っているといったこと、さらに20年

後、人口は6,000人ぐらいになり、職員数も100人余りに減少すると、その時点が来たら庁舎の

規模というのも見直しが利くと思うが、現状での状態で庁舎を計画しても縮小はできないじゃ

ないかと、こういった御意見であろうかと思います。 

 こういったことにつきましては、御指摘の気持ちも理解をするところでございますけれど

も、今回のいわゆる調査におきまして、出てくる、いわゆるより詳しいその見積りに踏まえ

て、今議員からの御指摘をいただいた物事も検討の中にしていきたいなということでございま

すので、一番大事なことは、やっぱり根拠をもっと示していくことが大事ではないかなという

ことを思って、今回、民間企業に委託して耐震補強等か高台移転可能かの実勢価格に近い資料

の作成をして、御報告をし、議員の御意見をいただいた上で判断をしようとする姿勢でありま

すので、御理解をいただけれますようお願い申し上げたいと思います。 

 私からは以上ですが、なお担当課長より補足説明させますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○議長（亀井賢夫君） 山本防災対策課長。 

○防災対策課長（山本康二君） 山本議員の２回目の御質問にお答えいたします。 

 まず、１点目の避難タワーの件ですけれども、議員御指摘のとおり、やはり冬季、冬の時期

に地震が起きて、タワーに避難した場合に、やはり低体温症、寒さ対策というのがすごく課題

であるというのは、私どもも認識をしているところでありまして、議員さんが申しておられま

した国からのその通知っていうのは、積雪寒冷地というところ、東北地方とか寒い地域に対し

ての通知っていうのが昨年９月に出されておりまして、その中でやはり避難所における、その

寒さ対策には配慮せないかんと。防寒機能を備えた避難場所の確保とか、暖房器具とか、温か

い食事を提供できる体制など、そういったことを構築しなさいというようなところがうたわれ

ております。 

 当然、室戸市のタワーにつきましても、そうした対応というのはやはり考えていかなければ

ならないというふうに考えておりますし、現在11基、市内にタワーがありますけれども、その
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うち当初に建設した２基がやはりそのタワー内に備蓄倉庫とか、室内の部分がないがですよ

ね。やはり雨天時とか、寒さのときには、なかなか避難された方は、厳しい環境に置かれるん

かなっていうふうに考えております。 

 ただ、既存のタワーへ屋根をつけたりとか、壁を整備するに当たっては、補助金の関係で国

への計画の変更申請とか、あとその壁をつけることで日当たりなどの周辺への環境が変わって

きますので、またその周辺の住民の方々の御理解などもいただかないかんといった、結構クリ

アせないかん課題というのも出てきますので、ちょっとまだ現時点で決まった方向性というの

は、確定していない状況にあります。 

 いずれにいたしましても、災害時の避難生活環境整備というのは、防災対策上重要な施策と

して位置づけておりますので、そこについては今後どのようなことができるのかっていったと

ころをまずしっかり検討していきたいというふうに考えております。 

 ２点目の住宅耐震改修工事補助金の見直しがいつになるのかというところですけれども、こ

の事業につきましては、国・県の補助金を活用しておりまして、こうした関係機関との協議も

必要となってきます。令和５年度につきましては、もう既に補助金額の要望等も上げておりま

すから、やはり見直しを行うには、早くてもそれ以降の見直しになってくるのかなというふう

に考えております。 

 最後の避難路の整備についてですが、現在市内には160か所の避難路が整備をされておりま

す。避難路につきましては、整備当初に地域の方々との御意見も聞きながら、この場所へこう

いう避難路を造るというような協議をして進めてきた経緯もあります。 

 ただ、やはり津波から早く高いところへ逃げないかんという観点と、やはり室戸市の地形的

な条件ですよね、急峻な山があるというようなところもあって、やはりその高齢者が避難する

にはちょっと厳しい環境にある避難路というのも、やはりあるのが現状でございます。ただ、

こうした避難路全てですね、例えばこの車椅子が通るような避難路にするっていうのも、なか

なか難しいところもありまして、改良できるとしたら、急な坂のところを階段にしたりとか、

あと手すりをつけたりとか、そういった改良を加えてきたところであります。議員さん言われ

ました車椅子の方も十分避難できる避難路を全て整備するというのは、なかなか難しいところ

かなというふうに考えております。 

 あと、今問題になっておりますのが、避難路の維持管理ですけれども、これは自主防災組織

のほうに基本的にはお願いをしております。ただ、台風とか大雨などによって、地域の方では

管理ができないような避難路につきましては、それについては市のほうが対応しているという

ところでございます。 

 あと一方、地域の高齢化、人口減少などによって避難路の維持管理がなかなか難しくなって

きたという声もやっぱり出てきております。そうした軽微な維持管理もできない地域について

は、そこも補助対象にならないかっていうところを、昨年の高知県の市長会のほうにも提案し
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て、県のほうでも検討していただいている状況にありますので、今後そういった補助制度も活

用しながら避難路の維持管理にも努めていきたいと考えております。 

 災害時の避難生活の環境とか、避難の環境整備ですかね、これについては大変重要な施策と

考えておりますので、今後とも取り組んでいきたいというふうに考えております。以上でござ

います。 

○議長（亀井賢夫君） 西岡生涯学習課長。 

○生涯学習課長（西岡佳久君） 山本議員の２回目の御質問に市長答弁を補足いたします。 

 １回目でも、市長がお答えいたしましたが、議員御指摘の物件につきましては、室戸市吉良

川町伝統的建造物群保存地区保存計画において、伝統的建造物として特定されていますので、

保存すべき重要な建物として取り壊しができないため、今後は外観の維持による修理または復

原的な修理による対応となります。以上です。 

○議長（亀井賢夫君） 山本賢誓議員の３回目の質問を許可いたします。残り２分です。 

○９番（山本賢誓君） ３回目の質問を行います。 

 避難の関係の命を守るということですけども、毎晩今ＮＨＫ特集で９時から津波、市民に対

してのあれやってますよね。ほんで、そのときのあれで、室戸市、二、三分ですよ、地震発生

から津波が。そしたら、今まで10分、15分と言よったやつは、もうちょっと違った見直しをせ

ないかんとも思います。それも考えてもろうて、それから避難路にしろ住宅にしろ、市長ね、

市長も貯金がたまったたまったって言よりますけれども、命を守るために市民にそういう貯金

還元していきなさい、どうです。分からん。貯金をね、金がたまったたまったというて、市に

たまったたまったって言よりますけんど、自慢しよりますけど、そういうやつは別にそれ一定

の金額ためといたら、できるだけ市民に還元していくということは大事ですよ、特に命を守る

ためには。そういうことを念頭に考えちょってください。 

 それから、庁舎の移転問題は、新築、津波対策も当然ですけれども、選択肢があるわけで

す、選択肢がある。例えば、耐震補強か新築移転かですけど、中学校の移転も含めたら、同時

スタートって、恐らく無理になると思いますが、そういったことも含めて、私はもう耐震補強

で、20年先に適正規模の建物を建てるということに特化してもらったらえいと思いますので、

さっき市長に言うたらえらい怒りよりましたが、庁舎の新築移転、これは……。 

○議長（亀井賢夫君） 山本議員時間です。 

○９番（山本賢誓君）（続） はい、これは白紙撤回を求めて、３回目の質問と、終わりま

す。質問じゃなかった。 

○議長（亀井賢夫君） これをもって山本賢誓議員の質問を終結いたします。 

 次に、小椋利廣議員の質問を許可いたします。小椋利廣議員。 

○５番（小椋利廣君） ５番小椋利廣。令和５年３月第２回室戸市議会定例会におきまして、

市民を代表して通告に基づき一般質問を行います。 
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 １番、市長の政治姿勢について。 

 (1)室戸市役所庁舎新築・移転の住民投票の結果についてお聞きをしたいと思います。 

 令和５年２月19日の日曜日に室戸市役所庁舎新築・移転について、庁舎の移転・建て替えを

行い、現市役所の機能を津波浸水区域外に移すという案と、現庁舎の耐震補強工事を行い、防

災機能を津波浸水区域外に移転をするという選択肢の住民投票が行われました。その投票の結

果、移転新築に投票された票数が1,506票と、現庁舎の耐震補強工事が3,478票あり、有効投票

数の69.78％、約70％もあり、2.31倍の倍数ともなり、反対が約2,000票近くも大きく上回り、

市民の皆様方の意見が十分反映をされた結果であると私は考えております。 

 私、小椋利廣は、市議会議員の中でも先頭を切って現庁舎の耐震補強案に毎日、毎日、毎日

取り組んできましたので、耐震補強案に投票していただいた方々には本当にどうもありがとう

ございました。この場をお借りをいたしまして、厚く御礼を申し上げたいと思います。 

 私、小椋利廣と山本賢誓議員は、現庁舎の耐震補強案に一生懸命取り組んできましたが、投

票率が46.43％であり、50％に届かなかったのが唯一悔やまれてなりません。 

 公明党の堺喜久美議員を筆頭に、脇本健樹、河本竜二議員の３名が連名で50％以上の投票率

の修正案を出してきたことは、━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━、

私たちは50％の投票率に反対をしてきましたが、最終的には多数決の結果、50％に決められた

ことで植田市長の思いどおりになったと考えております。 

 こういった考え方のやり方や、反対だが投票に行く足がないという高齢者の声が多く聞かれ

る中で、植田市長は新築・移転より、耐震補強案の投票に大きく差がついた投票結果を見て、

多くの市民の民意は民意として重く受け止めて、今回は庁舎新築・移転計画を断念することを

多くの市民が望んでおります。 

 庁舎新築移転に賛成をしている市会議員も、考え方を新たにしなければならないのではない

かと多くの市民から意見が出されております。 

 植田市長は、室戸市庁舎建設については、今後どのように考えていくのか、まずお聞きをい

たします。 

 また、多くの市民から意見が出されている、海岸ぶちで一番危険区域にある児童や生徒たち

を守る教育関係施設の室戸中学校の高台移転計画と羽根小学校の高台移転計画に早期に全力で

取り組んでいく必要があると思うが、この点について植田市長は今後どのように取り組んでい

くのか、お聞きをいたします。 

 次に、植田市長は６月議会に新築・移転の議案を上程する考えであると言われております。

また、市長は開票後のマスコミ取材に対しても、移転か補強かの両方を視野に議会などと再検

討をすると言われておりますが、市長は最初から各会場での説明会や記者会見でも、庁舎新

築・移転ありきの話で進められてきており、移転に対する説明が不十分だったと反省をしてい

る。結果は重く受け止めて、今後の判断材料にすると言われておりますけれども、この住民投
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票の結果について、投票率が50％に届かなくても、反対が大多数を占める結果を、民意は民意

として真摯に受け止めてもらいたいと思いますが、このことについてはどのように考えている

のかお聞きをいたします。 

 令和５年２月19日日曜日の住民投票の結果、投票率が50％に届かなかったことにより、植田

市長が新築・移転に対して議会にかける議案申請条件が与えられたことにより、植田市長は今

後の方針については、早ければ６月の室戸市議会に庁舎新築・移転について議案を議会に提出

をすると言われております。 

 市長は、新築移転について議案を提出する構想は、もう既にできていると思いますが、どの

ような内容で議案を議会に提案をするのかお聞きをいたします。 

 (2)室戸市内の企業や地場産業施設への経済支援についてお聞きをいたします。 

 今、世界情勢はロシアがウクライナへ侵出をしていることについて、ウクライナ危機が起き

ており、記録的な物価の高騰でエネルギー価格や各種材料の価格、食料品価格などなどあらゆ

る物価が大きく高騰している中で、日本経済の秩序が揺らぎ、持続的な社会の実現が非常に厳

しくなってきております。 

 物価高騰の波及が世界に広がる中で、令和５年度の高知県の当初予算でも、物価対策事業と

して都市ガスの供給地域は高知市の一部に限られていることから、県民のＬＰガス料金の負担

軽減や園芸用ハウスの長寿命化や低コストを図るリノベーション、飼料高騰の影響を受けにく

い畜産経営に向けた取組を支援するなど、いろいろな取組が行われていこうとしております。 

 我が室戸市におきましては、少子・高齢化が急速に進み、人口が大きく減少している中で、

農業政策では減反計画が進み、休耕田が多くなり、米農家では生活ができないため、農業離れ

が続いており、農業経営が危機的な状況になっております。 

 また、円安やエネルギー価格や原材料価格などの上昇に伴い、電気代やガソリン代が高騰

し、いろいろな事業や産業などで物価が大きく高騰しており、内外の企業や室戸市内の産業界

が大きく悲鳴を上げております。 

 室戸市においても、沿岸漁業や近海漁業も不漁が続き、また芸東沿岸地域の各大敷組合は、

漁獲量が大幅に激減しており、人件費の高騰や毎日出港する漁船の燃料代などが大きな負担に

なっております。 

 また、魚の仲買業者さんたちも漁獲量が大きく減少していることで、取引量が少なく、冷凍

冷蔵庫の電気代が企業割合で大幅に高騰していることや、いろいろな各事業者ともに経営状態

が非常に危ぶまれているとお聞きをいたしております。 

 鍛造業者や製造業者、椎名の廃校水族館や室戸ドルフィンセンターなどなど、室戸市内のい

ろいろな業種にまでも物価高騰の厳しさが押し寄せており、現在の厳しさがこのまま続いてい

くと、室戸市内の事業者も倒産をする企業ができてくるのではないかと言われております。 

 今、ここで室戸市内の企業や産業界の足腰を強くするためには、室戸市が独自の政策を打ち
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出し、この危機的な難関を乗り越えるために、室戸市内の企業や産業界、またあらゆる事業者

に対して、室戸市独自の金融支援策の実行と、あらゆる物価高騰対策を実施する計画はどのよ

うに考えているのかお聞きをいたします。 

 (3)二級河川佐喜浜川に建設をしている舟場頭首工の水門、フラップゲートの改修工事につ

いてお聞きをいたします。 

 二級河川佐喜浜川の舟場地区に建設をされている舟場頭首工は、昭和41年、1966年に災害復

旧工事として、昭和42年度、1967年に完成をし、私がちょうど市役所に勤務をした年でありま

したので、完成検査に同行していったことを完全に覚えております。 

 舟場頭首工は、昭和42年、1967年に完成をし、当時水門にフラップゲートをつけた頭首工

は、高知県では室戸市と宿毛市にしかなかったと言われておりました最優秀な頭首工として地

元の方々にも多く親しまれ、利用されてきました。 

 舟場頭首工は、1967年に完成をしてはや56年が経過をし、老朽化が著しく、市道段線の道路

沿いのガソリンエンジンから水門、フラップゲートにまで延長されている油圧用のパイプがと

ころどころで腐ってオイルが漏れており、修理が利かない状況となっております。 

 建設後56年も経過をしていることで、修理をしてくれる専門の業者もいないことや、材料や

部品がないと言われており、同じ年度に建設をした宿毛市の頭首工の水門、フラップゲートは

建設後30年前後に大幅に改修をして取り替えたとお聞きをいたしております。 

 舟場頭首工の建設当時の関係面積は約25ヘクタール、関係戸数は約50戸ほどもあり、優良な

農業地帯として米を主体に耕作が行われてきました。 

 現在は、休耕田も増えておりますが、まだまだ耕作面積は約15ヘクタールぐらい耕作をして

おり、関係戸数も約15戸ぐらいありまして、非常に厳しい農業環境の中で水田を利用した米の

生産が行われております。 

 耕作者も高齢化をしている中で、頭首工自体が56年も経過をし、その中の水門のフラップゲ

ートは経年劣化で鉄がめくれ剥がれて、また突発的に水圧がかかると水門のゲートが少し開く

ときがある状態であり、水量が確保できないほど老朽化が著しく、修理修繕ができない状況に

なっており、農家にとっては水は米の生産に必要不可欠な直結をしている重要課題でありま

す。二級河川佐喜浜川に建設をされている舟場頭首工の維持管理者である室戸市がどのような

形で早期に水門、フラップゲートの改修計画を策定し、改修工事に取り組んでいくのか、お聞

きをいたします。 

 (4)防災行政無線が聞こえない難聴地域の解消についてお聞きをいたします。 

 室戸市の防災行政無線は、平成25年度、2013年に建設をされてはや10年が経過をいたしてお

ります。これまでの整備状況は、親局が１基、これは市役所の防災対策課に設置をされている

ようです。屋外拡声子局は97基、戸別受信機は294基があり、屋外拡声子局は97基が建設をさ

れておりますが、地域によっては屋外拡声子局の声が全然聞こえない地域が多くあり、困って
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いると言われております。 

 屋外拡声子局の電柱の建設位置が山側にあると、その建設位置から海側の民家はよく聞こえ

ますが、山側にある家庭では風向きの方向に関係がなく、ふだんから全然放送が聞こえないと

言われております。 

 最近の防災行政無線は、防災に関する放送だけではなく、避難情報や気象関連情報、記録的

短時間大雨情報、火災情報、大規模な詐欺事件情報、道路情報、行方不明者の捜索、防災訓

練、選挙啓発、水道情報、自主防災訓練、緊急情報などなど、そのほかにもいろいろな情報や

報道が行われており、日常生活には切っても切れない情報源になっていると思います。 

 先ほど前述をいたしました情報よりは、まだまだいろいろな情報が多く流されていると思い

ますが、このような情報が聞こえない地域に住んでいる住民にとっては、防災行政無線の難民

となっており、室戸市ではない別の世界にいて何も知らされない状況で困っていると言われて

おります。 

 このように、防災行政無線が聞こえない難聴地域の解消については、どのように取り組み、

難聴解消計画の全容をお聞きをいたしたいと思います。 

 (5)室戸市内の民家の改修工事についてお聞きをいたします。 

 平成７年には、国は建築物の耐震改修の促進に関する法律を制定をしております。その法律

に基づき、市町村は民家も含む建物の耐震診断、耐震改修の計画を立て、それを実行する義務

があり、室戸市は平成20年にやっと室戸市耐震改修促進計画を策定し、その最新の計画でも公

共の施設を含め民家などの耐震補強工事は全国の水準に比べて室戸市ははるかに遅れておりま

す。 

 室戸市庁舎の耐震改修工事は全くできておらず、多数の人たちが利用する建築物の耐震化率

は全国平均が75％に比べて、先ほどの話では室戸市の耐震改修率は約50％と低く、民家も含め

た耐震改修工事率はほとんど進んでおりません。 

 補助対象になる住宅は、昭和56年５月31日以前に建築をされた住宅であり、現在までの耐震

改修の実績は、平成18年度が３戸、平成21年が１戸、平成23年が５戸であり、令和３年度まで

の耐震改修工事の戸数の合計は、まだまだ170戸止まりであり、耐震性のない住宅は室戸市内

にまだ約3,000戸余りも残っております。 

 耐震改修工事の計画を申し込んでも、市のほうでは予算がないからと言われて、なかなか改

修工事の順番が回ってこないので、市民からは困っていると言われており、また耐震改修工事

に取りかかる建築の大工さんも、仕事がないので困っていると言われております。 

 市民が安心をして早期の改修工事に取りかかれるようにするためには、予算の増額が必要で

あると思いますが、今後約3,000戸ぐらいも残されている、大幅に遅れている室戸市内の民家

の耐震改修工事は、１年間の予算の配分は何億円ぐらいを想定しているのか、室戸市内の民家

の耐震改修補強工事の終結は西暦何年頃を目標に取り組んでいるのかお聞きをいたします。 
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 これで第１回目の質問は終わります。 

            （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（亀井賢夫君） はい。 

 執行部の答弁を求めます。植田市長。 

○市長（植田壯一郎君） 小椋議員の質問にお答えをいたしますが、答弁に先立ちまして、先

ほど小椋議員から、市長は最初から各会場での説明会や記者会見でも、庁舎新築・移転ありき

の話で進められとの御発言がありましたが、住民説明会の説明においては、室戸市の市庁舎整

備に関する住民投票条例第15条の規定に基づき、公平かつ公正に住民説明会には当たっており

ました。 

 移転建て替えとした場合、また耐震補強等とした場合のそれぞれの整備における地震・津波

対策、事業費や財源対策、市の実質負担額などの概要について御説明をさせていただいた後

に、参加者からの質問等を受けて、私の考えとしてとのお断りをした上で、防災面などから移

転建て替えが望ましいのではないかと述べさせていただいたものでございますので、御理解の

ほどよろしくお願いをいたします。 

 それでは、(1)市役所庁舎新築・移転の住民投票の結果についてであります。 

 投票結果を受けて、庁舎新築・移転計画を断念することを多くの市民が望んでいるが、この

ことをどのように考えているのかについてと、投票率が50％に届かなくても、移転建て替え反

対が大多数を占めている結果を民意として真摯に受け止めてもらいたいが、どのように考えて

いるのかについての御質問につきましては、関連しますので一括してお答えいたします。 

 議員御案内のとおり、今回の投票結果は、尊重義務が課せられる50％以上とはなりませんで

したが、移転建て替えよりも、現庁舎の耐震補強工事などが望ましいとの投票数が２倍以上と

大変多く、その結果について、私としましては重く受け止め、今後の整備方針を慎重に検討し

ていかなければならないと考えているところでございます。 

 今後、現庁舎を耐震補強する際の地震・津波対策や浸水区域外に整備する防災拠点の在り方

について、庁内及び関係者などの意見を取りまとめた上で、将来の改修や建て替えの必要性な

どの長期を見通した積算を行い、庁舎規模を縮小し、移転建て替えをする場合との費用面での

比較検討ができる資料を専門業者に委託し、その結果について議員の皆様に御報告し御意見を

お聞きした上で、庁舎の整備方針を決定していきたいと考えております。 

 次に、新築・移転について議案を提出する構想は、既にできていると思うが、どのような内

容で議案を議会に提案するのかについてお答えします。 

 前段の質問に答弁しましたように、このたびの住民投票の結果を踏まえて、今後、庁内での

協議や専門業者などの意見も伺い、庁舎の整備方針を検討していくこととしておりますので、

現時点では上程する議案の構想や内容の決定には至っておりません。 

 私自身は、東日本大震災での教訓を基に、南海トラフ地震などの巨大災害が発生した際に、
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迅速に被災者の方々の生命を守る救済活動を可能にし、生活再建のための支援活動やまちの復

旧・復興活動などに対応できるよう、事前に庁舎を津波の来ない高台へ移転させておくことが

望ましいと考えています。 

 前段で申し上げましたが、移転建て替えよりも、耐震補強工事などの整備が防災面、財政面

などで優れているのかについて、しっかりと検証し、議員の皆さんの御意見をいただいた上

で、整備方針を決定していきたいと考えておりますので、御理解のほどよろしくお願いをいた

します。 

 次に、室戸中学校及び羽根小学校の高台移転にどのように取り組んでいくのかについてであ

ります。 

 令和４年１月に策定しました保育所及び学校適正規模適正配置基本計画におきまして、室戸

中学校を高台移転させた後、中学校が１校に統合された場合、羽根小学校については、羽根中

学校の跡地に校舎の移転を検討するとの方針を示しております。 

 また、令和５年１月に室戸中学校高台移転基本計画を作成いたしましたので、前段の議員に

も答弁しましたが、この基本計画に沿って令和９年度、建築工事が終わり次第、中学校の移転

が実現できるように取り組んでまいります。 

 羽根小学校につきましては、保育所及び学校適正規模・適正配置基本計画で示されていると

おり、羽根中学校が新しい中学校に統合される場合には、令和10年度以降、羽根小学校の中学

校跡地への移転を考え、統合がない場合には、吉良川小学校への統合を検討していくことにな

ります。 

 中学校の具体的な統合につきましては、今後策定する保育所及び学校適正規模・適正配置実

施計画にて決定をしていくことになります。 

 いずれにしましても、本市の未来を担う子供たちの命を守るために、今後はそれぞれの計画

にのっとりスピード感を持って取り組んでまいります。 

 次に、(2)室戸市内の企業や地場産業施設への経済支援についてであります。 

 議員御案内のとおり、ロシアによるウクライナ侵攻や新型コロナウイルス感染症の拡大に伴

うエネルギーや食料品価格の高騰により、事業者の方々においては大変厳しい状況であると認

識をしております。 

 そのような中、本市におきましては、これまでに農林漁業などの第１次産業を営む事業者や

中小企業者への臨時支援金の給付や、畜産農家に対する粗飼料価格高騰対策支援などを行い、

事業者等の負担軽減を図ってきたところであります。 

 令和５年度の各産業分野における支援内容としましては、農業においては経営コストの削減

対策として、作業の効率化や生産性の向上を図るため、ＣＯ２発生装置などの環境制御機器や

化石燃料を使用する重油ボイラーからヒートポンプなどの省エネ機器への転換を図るための機

器の導入などについて支援を行ってまいります。 
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 また、畜産業では、飼料高騰対策として、水田を活用して行う飼料作物の栽培に対し支援を

行うこととしており、畜産農家が自ら栽培することで飼料を確保することや、他の農家から供

給を受けることで、飼料に係る経費の低コスト化につながる取組を促進するなど、経営コスト

の削減に取り組んでまいります。 

 次に、水産業では漁業者の原油価格高騰に係る負担を軽減するため、操業の効率化を図る漁

船への機器設置に係る経費や、生産性を向上させるための漁船の購入やエンジンの導入に係る

経費、また定置網漁業の収益性を向上させるための漁網の購入に係る経費などに対する支援を

行ってまいります。 

 次に、商工業では、国のセーフティーネット保証制度について、市が認定事務を行うことで

事業者が資金の借入れを有利に行われるよう支援を行ってまいります。 

 また、水産業や商工業者が金融機関から資金を借り入れる際の利子や保証機関と保証契約を

結ぶ際の保証料への補助などについても支援を行ってまいります。 

 今後におきましても、国や県が実施する補助制度等と併せてより効果的な支援対策が行える

よう取り組んでまいります。 

 私からは以上でありますが、関係課長に補足答弁をさせますので、よろしくお願いをいたし

ます。 

○議長（亀井賢夫君） 川﨑建設土木課長。 

○建設土木課長（川﨑 州君） 小椋議員に、１の(3)二級河川佐喜浜川に建設している舟場

頭首工の水門の改修工事についてお答えします。 

 佐喜浜町の舟場頭首工につきましては、市が管理する頭首工台帳によりますと、昭和46年度

に受益面積約50ヘクタールの取水施設として改修がされております。 

 取水施設の管理につきましては、施設管理を室戸市が、日常的な維持管理については地元受

益者の方々に行っていただいているところであります。 

 議員御案内のとおり、舟場頭首工については、設置から50年以上が経過しており、施設の老

朽化が進んでいることから、水門ゲートの操作も年々困難となっている状況であります。 

 近年では、水門ゲートの操作機器の修繕を行うなど、その管理に努めているところでありま

すが、設置年数を踏まえますと、今後は部品の調達に苦慮することも懸念されます。 

 議員御質問の水門の改修につきましては、施設全体の効率的な補修、もしくは更新が必要で

あります。そのためには、施設の機能診断を行い、緊急性の度合いを判定し、早期に保全対策

が必要な箇所については個別に機能保全計画を策定し、施設の長寿命化やコストの低減を図っ

ていくことが重要と考えております。 

 今後におきましては、まずは施設の改修も含めた機能保全計画の策定に向けて、補助事業の

活用や費用対効果の検証などについて関係機関と協議を行っていきたいと考えております。以

上でございます。 
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○議長（亀井賢夫君） 山本防災対策課長。 

○防災対策課長（山本康二君） 小椋議員に１の(4)防災行政無線の難聴地域の解消について

どのように取り組み、難聴地域の解消計画の全容をお聞きしたいにお答えいたします。 

 本市の防災行政無線につきましては、防災情報や行政関連情報を市内一斉に放送できるよ

う、平成25年度に整備し、現在屋外拡声子局97基、戸別受信機294基を整備しているところで

あります。 

 こうした中、防災行政無線が聞こえない地域、いわゆる難聴地域の方からは、整備当初から

防災行政無線が聞こえない、風向きなどにより聞こえないときがある、また室内にいるときに

聞こえないなどの声が寄せられてきたものでございます。 

 こうした難聴地域への対策としまして、これまで屋外拡声子局の増設や、家の中に設置する

戸別受信機の設置に取り組んできたところでございますが、対象地域の解消までには至ってい

ないのが現状でございます。 

 特に戸別受信機による対策につきましては、新型コロナウイルスの影響による機材不足のた

め、令和３年度は設置できず、令和４年度は10基の設置にとどまるなど、現時点での必要設置

台数約200基に大きく不足している状況にあります。 

 このように機器の設置による対策のみでは十分な対応が取れない状況の中で、平成28年度か

らは防災行政無線の内容を電話で確認できる防災行政無線電話応答サービスを導入し、また令

和４年度からはさんさんテレビ視聴中に、リモコンのｄボタンを押すことにより、市の情報を

確認できるさんさんテレビ情報提供サービスも利用開始するなど、高齢者でも比較的利用しや

すい電話やテレビを活用した難聴地域の解消に向けた取組を進めてきたところでございます。 

 しかしながら、依然として難聴地域の方からの要望がある状況を踏まえ、新たな取組として

携帯電話のショートメールを活用し、事前に登録していただいた方に防災行政無線の情報をプ

ッシュ型通知でお知らせするシステムの令和５年度中の本格運用に向けて現在準備を進めてい

るところでございます。 

 難聴地域対策としまして、このように一つの情報発信手段だけでなく、いろいろな情報発信

手段を組み合わせながら、住民の方に必要な情報を発信していく体制を構築していく必要があ

ると考えております。 

 いずれにいたしましても、防災行政無線による情報発信は、市民生活の安心・安全を確保す

る上で重要な役割を果たすものであります。 

 今後におきましても、国や他の自治体の取組の情報に留意し、難聴地域の解消に向けたさら

なる取組を推進してまいります。 

 次に、１の(5)民間の耐震改修工事についてお答えいたします。 

 まず、１点目の民家の耐震改修工事１年間の予算の配分はどのくらい想定しているのかにつ

いてでございますが、住宅耐震改修に係る予算措置につきましては、これまでも補正予算対応
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を含め、毎年の申請状況に応じた対応を行ってきたところでございます。 

 令和５年度当初予算におきましては、令和４年度の申請状況を踏まえ、住宅耐震診断委託料

については、対前年度比５棟分増の45棟分で155万6,000円、住宅耐震改修設計費補助金につい

ては、対前年度比10棟分増の45棟分で1,350万円、住宅耐震改修工事費補助金については、対

前年度比15棟分増の40棟分で5,200万円を計上しており、その他の耐震関係の予算を含めます

と、住宅耐震改修に係る予算は総額8,141万円を計上し、対前年度比では3,577万7,000円増と

なっているところでございます。 

 次に、２点目の本市の民家の耐震改修補強工事の終結は西暦何年頃を目標に取り組んでいる

のかについてでございますが、本市では平成20年３月に、国が定めた基本方針及び高知県耐震

改修促進計画を基に、室戸市耐震改修促進計画を策定し、建築物の耐震化に取り組んでまいり

ました。 

 現在高知県では、耐震改修促進計画の第２期計画として、住宅の耐震化率は令和７年度には

93％とする目標を掲げているところでございます。令和７年度に93％です。 

 一方、本市の住宅耐震化の状況といたしましては、令和４年４月１日時点で住宅総戸数

6,323戸に対し、耐震性がある住宅戸数は3,247戸となっており、耐震化率は51.4％と低い水準

にあり、現時点では終結が見通せない状況にあると認識をしております。 

 こうした状況を踏まえ、まずは室戸市耐震改修促進計画の見直しを令和５年度中に行い、新

たな目標を設定するとともに、さらなる住宅耐震化の推進を図るための新しい対策として、耐

震改修に係る補助金額について上限額の見直しを検討してまいります。 

 いずれにいたしましても、市としましては、住民の命を守るため、地震による住宅の倒壊被

害を防ぎ速やかな避難を開始するための住宅耐震化は、防災対策上重要な施策と位置づけてお

りますので、今後におきましても住宅耐震化の推進を図ってまいります。以上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） 先ほどの堺議員の議事進行発言を許可いたします。 

 堺議員、簡明に御発言をお願いします。 

○１０番（堺 喜久美君） 10番堺。議事進行が許されましたので、発言をさせていただきま

す。 

 先ほど小椋議員の質問の中に、庁舎移転建て替えの住民投票が━━━━━━━━━━━━━

━━━━━━━━━というふうな、そういう趣旨の発言がありましたが、私たちは提案理由の

説明の中でも言いましたように、少数の市民の意思表示で建て替え移転か耐震かという市にと

って重要な案件は、少数意見ではなく、せめて議会制民主主義を考えますと、議会の決定をす

る前に、住民の皆さんが判断をしていただくわけですので、私たちが選出された65.3％が必要

でありますが、せめて50％にしてはどうかという発言をさせていただきました。 

 名指しで臆測で議場で発言をされるというのは慎んでいただきたい、そういう思いで議事進

行をいたしました。 
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            （発言する者あり） 

○議長（亀井賢夫君） 堺さん、どうしたいか。 

○１０番（堺 喜久美君）（続） すいません、最初に言いましたけど、━━━━━━━━━

━━━━━━━、その部分を削っていただきたい。 

            （発言する者あり） 

○１０番（堺 喜久美君）（続） それは議場では。 

            （発言する者あり） 

○１０番（堺 喜久美君）（続） 議運で審議していただきたいと思います。 

            （発言する者あり） 

○議長（亀井賢夫君） 町田議会運営委員会委員長にお願いいたします。 

 ただいまの堺議員の議事進行発言についての取扱いについて、議会運営委員会委員長におい

て議運を開会していただきたいと思います。 

 議運開会のため、その間休憩いたします。 

            午後２時25分 休憩 

            午後３時20分 再開 

○議長（亀井賢夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 議会運営委員会委員長の報告をお願いいたします。町田議会運営委員会委員長。 

            （議会運営委員会委員長報告） 

○１１番（町田又一君） 先ほど来、長時間にわたり貴重な時間をいただきまして、ありがと

うございました。 

 議会運営委員会委員長報告を行います。 

 先ほど堺喜久美議員の議事進行発言にございました小椋利廣議員の発言中に、━━━━━━

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━の発言は好ましくないという結論に達し、小椋利

廣議員に取消しの要請をいたしました。 

 この結論につきましては、当人の同意が得られませんでした。 

 以上で議会運営委員会委員長報告を終わります。 

○議長（亀井賢夫君） 議事進行に対する措置につきましては、議会運営委員会委員長報告の

とおりです。議会運営委員会後に、議長、委員長が本人と議長室にて協議をいたしましたが、

議会運営委員会の決定に対し本人の同意が得られませんでした。 

 町田議会運営委員会委員長にお願いいたします。 

 再度この件について、直ちに議会運営委員会を開会し、協議を開会していただきたいと思い

ます。 

 議会運営委員会開会の間、休憩いたします。 

            午後３時22分 休憩 
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            午後４時１分 再開 

○議長（亀井賢夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 議会運営委員会委員長の報告をお願いいたします。町田議会運営委員会委員長。 

            （議会運営委員会委員長報告） 

○１１番（町田又一君） 先ほど来、長時間にわたり貴重な時間をいただきありがとうござい

ました。 

 議会運営委員会委員長報告を行います。 

 先ほどの小椋利廣議員の発言取消しについて、本人から同意が得られなかったため、再度、

当委員会で協議を行いました。本人の同意が得られませんでした。 

 以上で議会運営委員会委員長報告を終わります。 

○議長（亀井賢夫君） 小椋利廣議員の発言の内容につきましては、後刻会議記録を精査の

上、報告させていただきますので御了承お願いします。 

 次に、小椋利廣議員の２回目の質問を許可いたします。 

○５番（小椋利廣君） 長時間にわたりましてどうも失礼をいたしております。 

 小椋利廣。２回目の質問をさせていただきます。 

 市長、庁舎の新築移転のこの住民投票の結果についてでありますけれども、市長、今回のこ

の庁舎の新築移転については、いろいろと多くの市民からも市長に不信感も募らせておられま

すし、それから市民の多くの人も、これはこれからどうなっていくのやろうかなということを

常々言われております。 

 そしてまた、今後65歳以上の高齢化率もどんどん進んでいるということで、人口の減少も、

減少率も早くなっていくのではないかというふうに言われておりまして、この2045年、今から

二十二、三年後ぐらいには、室戸市の人口も約4,500人ぐらいなるのではないかというふうに

国立社会保障・人口問題研究所の調査では、そういうふうに言われております。 

 その結果で、私は毎日毎日庁舎新築移転には反対でありますということで回ってきた結果で

は、どんなにしても約95％以上の方々が反対であるというふうに言われておりました。 

 それはなぜならば、多くの市民の人の話では、私たちは２か月に１回の国民年金で生活をし

ていて、現在でも非常に生活が厳しいと、２か月に１回の国民年金でありますと、２か月に１

回で手取りは４万円から５万円から６万円ぐらいやというふうな話がありました。 

 それで、今回またこういった大型の庁舎の建設をするとなると、室戸市の借金も非常に増え

てくるのではないかということを多く懸念をされております。 

 そうすると、これ以上、室戸市の税金が上がってくるということを非常に懸念をされており

まして、これ以上も税金が上がってきたら、私たちはこれは生活ができていかんというふうに

多くの市民の方々は、特に高齢者の方々は言われております。 

 これは自分らはもう先行き人生が短いきん、これはもうやむ得ん、仕方ないなという意見も
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ありますけれども、こういったことで、大型のこんな庁舎を建設されたら、室戸市の借金、今

起債も142億円ぐらいあるという中で、これ庁舎を新しくやるとしたら、中学校の移転も含め

て、私の思いでは、もうすぐ室戸市の起債の残高も200億円ぐらいになるのではないかという

ふうに考えております。 

 そうなってきたら、市民はもうこれ以上の借金が増えてきて、税金が上がってきたら、生活

ができていかんというふうに言われておりますので、こういうことから考えていくと、今後、

市長はどのような方法でこの市民の意見に耳を傾けていくのかということをお聞きをしたいと

思います。 

 それから、私は毎日毎日この市役所庁舎の新築移転には反対である、反対ですということを

回ってきました。 

 その中で、毎日回っているうちに、私が聞いた話では、庁舎新築移転に反対をしている市会

議員、これは正味、私は先頭を切って反対をしてきました。それと、山本議員も反対であると

いうふうに言ってきましたけれども、そういったことを反対の意見を言いながら、まちを回っ

ていると、植田市長はですね、市長、吉良川で市長が強引によね、植田市長はこの庁舎の新築

移転について反対をしている市会議員は、次の４月の市会議員選挙では落選をせらせというふ

うなことを豪語して言ったというふうに、私のところには入ってきております。 

 こういったことを植田市長はどこでどういう方法で何回ぐらい言ってきたのか、このことに

ついてお聞きをしたいと思います。 

 植田市長は非常に雄弁家で鞭撻者でありますので、どこかでそういうことを言われたかもし

れませんけれども、吉良川のどこでそういう話をせられたのか、これは率直にお聞きをしたい

と思います。 

 それから、２番の(2)の室戸市内の企業や地場産業施設への経済支援についてということで

ありますけれども、今この市内の事業者や企業の皆さんは、非常に物価の高騰や、それからエ

ネルギーの高騰を含め厳しい状況に追い込まれてきているというふうに言われております。こ

のままの状況が続いていくと、事業者も本当にもう倒産する事業者が出てくるのではないか、

かなり倒産する事業者も出てくるのではないかというふうに言われております。 

 そうした中で、昨年の12月議会の答弁では、企業立地事業費補助金として、これは市民の方

から言われておる話ですけれども、海土に3,000万円、ヤマジュウに3,000万円、美阿丸にも

3,000万円を出す予定や、それから仙頭車輌にも2,000万円、ハザケンにも約1,790万円ぐらい

の莫大なお金が補助金として出ているというふうに市民からは言われております。 

 そういったことについて、この厳しい中で、市のほうでそういった余裕な予算があるなら

ば、この厳しい状況に置かれている、そういった企業や事業者にも公平平等に渡るように市の

ほうで取り組んでもらえないかというふうな声が非常に多く言われております。 

 それで、今までにこういった金額を出されていることは、予算的にも室戸市の一般財源の市
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の単独の予算であるというふうに言われておりますので、そうしたらこればあ余裕がある予算

があるのやったら、我々にもそういう予算が、余裕があるうちにこの厳しい状況をぜひとも勘

案をして、予算を平等に使っていただきたいということを非常に厳しく言われておりますの

で、この点についてはどのように取り組んでいくのかお聞きをしたいと思います。これは非常

に皆さん関心を持っておりますので、丁寧に説明をお願いをしたいと思います。 

 それから、(3)番の佐喜浜川の舟場頭首工の水門の件ですけれども、この水門につきまして

は、川﨑建設課長は47年の建設であるというふうに答弁をされておりましたけれども、私の記

憶では、もう47年には既にできておりましたので、私は42年にこの頭首工の完成検査に立会を

してましたので、これは一言申し上げておきます。 

 それから、この頭首工のフラップゲートについては、もう現在、建設後42年の建設ですか

ら、56年も経過をしております。これ今までにもずうっと話をしてきた中で、全然話が進んで

いきません。なぜか、非常に難しいきやろうという思いの中で、もうこのゲートを修理をして

くれる業者もおりませんし、一番最近はもう10年も余って前に、東野モーターズさんに修理を

していただいたことありますけれども、もうそこも全くようやらん。それから、ほかのところ

を探しても、もう全くようやらんと、それから部品もない、それから鉄製の鉄ももう剥げめく

れてしもうて、もう本当に対応ができていけれんというふうな状況になっております。 

 それで、いろいろ聞いてみると、東洋町では二級河川の野根川に鴨田橋というところに、大

きな20メーターぐらいの、高さ１メートル50ぐらいの可動堰があるようです。それから、別役

川には、この鴨田橋の可動堰は県営工事でやったそうです。それから、別役川にもそういう可

動堰があって、ここでは東洋町が建設をしていると、こういう可動堰があるようです。やろう

と思うたらできると思うがよ。ただ、我々が何ぼ話をしても取り組んでくれん、こういうこと

でずうっとほられてきちゅう。私はほんまに市のほうの対応が不謹慎やないかなというふうに

考えております。 

 ほんま宿毛市ではこれと同じようなゲートを、もう既に30年前後も前から取替えちゅうわけ

やきん、うちらはもう既に倍余った年数をここまで使用してきたということになっておりま

す。 

 それで、このことについて早急に改修工事に取り組んでもらいたいと、地元のほうも本当に

切実な要望で話をせられておりますので、この改修計画についてはどのように早く取り組んで

いくのかをお聞きをしたいと思います。 

 それから、(4)番の防災行政無線が聞こえない、難聴地域の解消ですけれども、これは先日

も山本防災課長に椎名地区での実情を地元の方々も含めて話をさせていただきました。現地も

見ていただいて、山本防災対策課長も本当にこれやったら聞こえんわねという話になっており

ます。 

 全くほんまに最初から聞こえてない地域がずっと存在しちゅうわけよ、椎名あたりは。それ
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から、ほかの地域でも、下町あたりでも、もう全く聞こえんというふうに言われております。 

 それで、防災行政無線がどうして聞こえんと困るかというと、例えば屋外、家の外で、畑と

か田んぼとか、それからいろいろな立ち話をしゆうとか、それから例えば大敷の網を直しゆう

とか、そういうところでおる人らは、やっぱりマイクの防災行政無線が聞こえざったら困ると

いうふうに言われております。 

 やっぱりこの防災行政無線は、ただ防災だけやなしに、今いろいろなことに放送されており

ますので、その家の中でアプリでどうこう、携帯でどうこうだけやなしに、やっぱり外で聞く

ことも非常に大事な要件になってくるというふうに言われておりますので、屋外拡声子局の柱

を増設をして、やっぱり取り組んでやるということが私は一番重要な対策になってくるのじゃ

ないかというふうに考えておりますので、その辺を今後、早急なうちで対応をひとつお願いを

したいかなというふうに考えております。 

 それから最後に、(5)番の室戸市の民家の耐震改修工事についてでありますけれども、先ほ

ども答弁がありましたように、まだまだこの民家の改修は戸数も相当数残っております。 

 令和５年度の耐震改修工事も45棟とかというふうな答弁があったわけですけれども、この

45棟ぐらいで対応していきよったら、まだまだ相当な年数が完成までにはかかってくるという

ふうに考えておりますので、最終的に民家の耐震改修工事をするのには負担金も要るとして

も、最終的には何年ぐらいで耐震改修工事をして、命を守る対策の改修ができていけるのかお

聞きをしたいと思います。 

 これで２回目の質問は終わります。 

○議長（亀井賢夫君） お諮りいたします。 

 本日の会議時間は小椋議員の一般質問が終了するまで、あらかじめ時間延長いたしたいと思

います。これに御異議ございませんか。 

            〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（亀井賢夫君） 御異議なしと認めます。よって、本日の会議時間は小椋議員の一般質

問が終了するまであらかじめ時間延長することと決しました。 

 執行部の答弁を求めます。植田市長。 

○市長（植田壯一郎君） 小椋議員の２回目の質問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。 

 まず、１点目についての御質問は、庁舎の住民投票の結果に関しての質問でございました。 

 多くの市民が不信感を募らせていると、今後の心配の声もたくさん聞く、さらに65歳以上の

高齢化も進み、人口減少も早くなってくると言われている。二十数年後には、6,000人ぐらい

の規模の町になるといったことや、庁舎移転は……。 

            （発言する者あり） 

○市長（植田壯一郎君）（続） 失礼をいたしました。20年後には4,500人、二十二、三年後
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には4,000人余りぐらいなると言われているという数字結果も出ているということだとか、庁

舎移転は95％ぐらいが反対と言っているといったお話を基にされまして、それと年金者の大変

厳しい生活のことも具体的に挙げられておりました。こういったことで、大型の建設事業、こ

れは中学校のこと等も併せてのことでありますが、現在の起債、いわゆる市の借金であります

けれども、142億円があり、こうした大型の庁舎の移転だとか、中学の高台移転等事業をやる

ことによって、起債残高が200億円になるのではないかと心配をしていると、こういった声を

市長は耳にしてどうするのかといった御質問の趣旨じゃないかというふうに受け止めました。 

 起債残高が200億円になるといったことになりますと、議員も御指摘のとおりであります

が、公債費比率というのがありまして、いわゆる18％の公債費比率になると、県の指導あるい

は25％以上になると国の管轄下において予算執行するといった基準等もありますことから、少

なくても、この公債費比率18％に届かないような財政計画、調整をしながら進めていくという

のが一般的な考えでありますし、私もそうした努力をしていくのは当然であるというふうに受

け止めております。 

 よって、様々な問題はありますけれども、今、中学校の高台移転や庁舎の問題、より詳細な

説明のできる資料も作りながら、しっかりと検討して、そうした財政面では市民の皆さん方が

心配されているようなことのないように、しっかりと取り組んでいくというのが私の覚悟でご

ざいます。 

 ２点目でございます。新築移転に反対してきた市議が町を回っていると、吉良川町で強引に

庁舎移転の反対する市会議員を４月の市議選挙で落選させようと、市長が発言をしていると、

こういった御指摘がありましたけれども、私はそうした発言をしたことは一切ございません

し、そうした思いになったこともありません。どなたがおっしゃって小椋議員が聞かれたのか

は知りませんけれども、その方にもう一度、市長はそんなこと言っておりませんよと、訂正を

していただきたいと思います。 

 ３点目でございます。物価の高騰や油の高騰、大変厳しい状況の中で倒産する事業者も出て

くるのではないかといった状況の背景に、今回のいわゆる市の補助金を3,000万円、2,000万円

近く何業者かに補助金を出した背景の中で、そうした余裕のある補助金のような財源があるの

であれば、大変厳しい生活をしている我々にも、そうした予算を平等に使っていただけるよう

にしていただきたいという意見があるというお話でございました。 

 今回のこの補助事業を、様々な方から御指摘も受けておりますけれども、考え方としては、

私が市長選挙に公約をした時点で、今の室戸の人口減少や少子・高齢化の問題、あるいはまた

若者たちに魅力のある働ける場所、そうしたことをまず第一に取り組む課題ではないかといっ

た中の一つの施策として、こうした補助事業をつくり、その対策に取り組んできた物事でござ

います。 

 よって、今小椋議員から御指摘のあった補助金を支出した事業者の方がどういった状況にあ
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るのかといった状況は、小椋議員も御案内のとおりであろうかと思いますけれども、一部の飲

食店などでは、市内外からたくさんのお客も集めて、また事業所も若者をたくさんの雇用につ

ないで地域の活性化になっておりますことは、もう既に承知のとおりかと思います。 

 様々でありますけれども、そうした室戸市の地域の活性化にもつなげ、活力にもなっていく

ような使い方として、その補助金は立ち上げたものでありますけれども、こうしたお金を基に

して大変厳しい皆さん方に平等に使ってほしいといったこととは別問題として対策を私は講じ

なければならないのではないかと思います。 

 さきの質問にもありましたように、１次産業、２次産業、３次産業、それぞれの政策を打っ

て対応を考えておるところでございます。 

 そんな中で、より部分的な物事を問題視して取り組むといったことになれば、しっかりとそ

うしたことを精査しながら、どういった支援事業が有効なのか、あるいはまた効果的なのか、

そんなことを精査して制度の創造といったものを考えていく必要があるのではないかと考えて

いるものでございます。 

 ４点目、佐喜浜川の水門についての御質問がございました。 

 56年も経過していると、ほかの市町村では、もう既に随分前から改修もして対応もしている

ところもあるということで、改修、修繕をしてくれる業者もおらんような状態になっていると

いう実態を捉えながらも、早急に改修工事に取り組んでもらいたいという地元の要望を聞き入

れ、早期に対応していただきたいという御意見でないかというふうに受け止めました。私自身

も何回か現地のその水門にも立ち寄ったことがあります。確かに老朽化が進んでいる状況も分

かっておりますので、どういった工法、どういった対策が関係する農家の方々に受け入れられ

るのかといった地域の関係する方々とも協議をしながら、今後の取組を進めてまいりたいと考

えております。 

 ５点目でございます。防災無線の難聴地域への対策ということで、防災無線が全く聞こえな

い地域があるということは、我々のほうもキャッチ、情報を得ておりまして、その対策を進め

てきたところでありますけれども、ただいまの小椋議員の質問の中に、野外でも聞こえないこ

とに問題があると、その問題は防災無線でありながら、昨今は非常にいろいろな情報を提供し

てる無線になってるじゃないかということを考えると、野外でも聞こえないところなどにおい

ては、防災無線の柱を増設しながら、改善も図るべきではないかという御指摘の御意見に受け

止めました。 

 そうしたことの状況がどうであるかということを内部でも協議をし、また関係者にも説明を

伺いながら、必要なことである地域や場所においては、検討していかなければならない課題で

はないかと考えております。 

 それと最後に、民家の耐震対策についての御質問がございました。 

 現在の改修率の状況を見て、今四十数件ぐらいの予算で推進しているが、最終的には何年ま
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でに完成をさせる計画を聞くといったことでの御質問でございましたが、今、私の民家の耐震

対策を何年度までに終えるかといった取りまとめができておりませんですので、今後耐震対策

を進めるにおいて、そうしたことも視点に置いて検討を深めてまいりたいと思いますので、御

了承賜りますようによろしくお願いをいたします。 

 私から以上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） 小椋議員の３回目の質問を許可いたします。 

○５番（小椋利廣君） ５番小椋利廣。３回目の質問を行いたいと思います。 

 まず、(1)番の庁舎の新築移転の住民投票の結果についてでありますけんど、先ほど市長は

起債の残高が200億円にもなったら、もうこれは公債費率が25％以上にもなってくるきん、そ

れはもうそんなことは考えちゃあせんと、18％ぐらいなるように調整をしていくというふうな

答弁やったと思いますけれども、これほんまに市長、一般の市民らは細かく話が分からんわけ

よ。これ庁舎もやる、それから室中も一緒にやる。そうすると、前段の山本議員も話がありま

したけれども、どんなにしても事業費としたら100億円の事業費は早う要るんじゃないかな

と、余って。そうすると、ほんまにこの室戸市はそんだけもの金をつぎ込んでもてていけるの

か。人口はどんどん減っていきます。20年余りをしたら、ほんまに4,500人ぐらいになるとい

うふうに言われておりますので、そういったときに、本当にこの起債を借っていく中でも、人

口は減っていくわ、高齢化はどんどん進んでいくわ、私のところにもこういって電話がかかっ

てきております。名前は言いません、電話でも。小椋議員さん、今、市長が進めていってやろ

うかとしゆう、こういうふうな庁舎ができていくとするならば、借金が大きく増えてくるとす

ると、我々はもうこの室戸にはおれんと、この借金を払うていくのは、若い者が払うていかな

いかんなると、高齢者はどんどん減ってくると、この１月だけでも31日の中で40人か、死亡者

が出ておりますよね。やっぱりそういったことも市民はいろいろと考えていきゆうわけよ。人

口が減ってくる中でも、高齢者は減っていくし、若い人がだんだんもう少のうなってきゆうき

ん、こうなってきたらその支払いも若い者の肩にかかってくるということになってくると、こ

れはもうわしらはここでおれん、出ていくというふうなことを私のところにも、家に電話かか

ってきて、名前は匿名やき言いませんけんど、そういう電話が２件ぐらいありました。これは

実際の話です。 

 そうすると、若い者にしてみたらもうこの室戸は嫌やというふうに言われております。そう

いったことを、やっぱり解消していくには、今後、市長としては、どういうふうな考えでそう

いった若い者に、この室戸に残っていただく、そしてまた室戸市を継承していってもらう、そ

ういう取組へはどのように対応を検討していくのか、これはお聞きをしたいなあというふうに

思います。 

 それから、市内の企業や地場産業施設への経済支援と……。 

○議長（亀井賢夫君） 小椋議員、残り時間あと５分です。 
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○５番（小椋利廣君）（続） そういう中で、先ほどの市長の話では、今まで出してきた補助

金とは別問題で、何とか検討もしていくということも言われておりましたけれども、ほんまに

市長ね、この厳しい状況を乗り越えていくには、その市長の手厚い考えが非常に必要であると

いうふうに言われておりますので、これを今後本当に早い状況の中で取り組んでやってもらい

たいというふうに思います。 

 それから、(3)番の二級河川の佐喜浜川の舟場頭首工の件ですが、東洋町にはそういった可

動堰が２か所もあると、新しい可動堰が２か所もあるというふうに言われておりますので、こ

ういうところも視察もしてきて、やっぱり対応を早く考えてやってもらわんと、あの施設は本

当に今年使えるかどうか分からんという状況になっておりますので、このことについてもう一

度、市長の答弁をお願いをいたします。 

 それから最後に、(4)番の防災行政無線の難聴地域の解消について、私は屋外でのマイクが

聞こえることを第一番に考えてやってほしいというふうに話をしてきましたので、そういった

ことについての、柱の増設とかということを今後調査をして、本当に市内全域がやっぱり難聴

地域が解消されたというふうな状況にしていくのには、やっぱり今後の市長の取組姿勢にかか

っちゅうと思いますので、どういうふうにこの難聴地域の解消に取り組んでいくのかというこ

とを最後に聞きたいと思います。これで３回目の質問は終わります。 

○議長（亀井賢夫君） 執行部の答弁を求めます。植田市長。 

○市長（植田壯一郎君） 小椋議員の３回目の質問にお答えをさせていただきます。 

 初めに、庁舎の住民投票の結果に関してということでありますけれども、200億円にならな

いようにといった私の２回目の起債の件でありますけれども、200億円にならないような調整

をしていくといったことを捉えて、そうしたことは市民に詳しく分からんということから、非

常に財政的な心配を高くしているという御指摘であろうかと思います。 

 そんな中で、市民の方からお電話もいただいて、人口が減少する、高齢化は進む、こんな中

で庁舎を新しくするような大きな事業投資すると、私たちは室戸に住んでいけないといった御

意見や、人口が減少していく中で、若者も少なくなりゆうといったことになり、高齢者への負

担がまた新たに出てくるのではないかといった御心配等について、特に若者ももうここにおれ

ないといったような意見もあるが、今後そうしたことに対して市長はどう答えていくのかとい

った御質問と受け止めました。 

 そうしたことが、今のこの室戸におきまして大変大事なことであります。庁舎の問題、ある

いは中学校高台移転の問題、こうしたことも大事でありますけれども、そうした物事の事業を

取り組むためには、室戸市の財源の確保といったことは不可欠でありますので、庁内の議論を

するときには、声を高くして、そうした対策を先んじてやらなければならないといったこと

を、ずうっとこの４年間、議論をし、取り組んでまいりました。 

 そうした結果の下に、御案内のとおりふるさと納税も最高の18億円も余る額を皆さんの協力
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で達しましたし、また恋人の聖地交付金事業だとか、コロナ交付金などを有効的に活用しなが

ら、職員も一生懸命取り組んで黒字を出し、財源の確保に取り組んできた４年間でございま

す。 

 そうしたことで、市長は基金もたくさんできたからといって、さきの議員にも御指摘を受け

ましたけれども、活用していくことが大事ではないかといったことは当然のことであります。 

 つきましては、今の財源力のあるときに、もっと財源力を高めるような、さらなるふるさと

納税の対応や、新たな産業の振興、そしてまた人を迎えることのできるような環境基盤のハー

ドやソフト面、急ピッチで進んでいかなければならないといった思いに立って、まずは大阪・

関西万博が2025年に開催されますので、そうしたことに向けた基盤も頑張ってやろうじゃない

かといったことも公約の柱にしました。 

 あわせて、若者たちに魅力のある、ここで暮らしやすい町にする、特に子育てをする家族の

方々が安心をしてこの室戸で暮らせるように、子育て支援の強化にも取り組むと公約をして取

り組んでまいっております。 

 そうしたことで、子供たちを育てる御家族の方々、若い方々がこの室戸で安心をして取り組

めるような、子育てだけでは何ともなりません。しっかりと働いて収益の高く得られるような

産業の支援対策も大事でありますし、併せてスポーツや文化、娯楽でも楽しい室戸にしていか

なければなりません。 

 健康づくりも当然でありますけれども、そうした様々な施策課題を一つずつ仕上げていくこ

とで、しっかりとこの高齢化の進む室戸でも、若者たちも定着をして、子供がより多くなるよ

うな、そんな町に全力で取り組んでいかねばならないと考えているものでございますので、今

後ともの御協力、御支援を賜りますように、よろしくお願い申し上げまして、答弁に代えさせ

ていただきます。以上でございます。 

            （発言する者あり） 

○市長（植田壯一郎君）（続） 大変失礼いたしました。答弁漏れがございました。 

            （発言する者あり） 

○市長（植田壯一郎君）（続） いや、大変誠実に一生懸命に答えるということで、熱が入り

ました。 

 ２点目でございます。経済支援補助金となる別問題で、異なった視点で取り組むことが大事

だと言った私の答弁に異を唱えての御質問をいただきました。今の状態で非常にこのコロナ禍

を背景に、大変御苦労されてる方々、それからまた低所得者の皆さん方、あるいは年金暮らし

の方々がより一層厳しくなっていくんじゃないかという心配には、適切に皆さん方に、また従

来、企業誘致立地の補助金と別の違う場所で政策等を検討しながら、今後の取組を考えていき

たいと思いますので、よろしくお願いをしたいと思います。 

 ３点目でございますけれども、水門についての重ねての御質問がございました。 
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 これにつきましては、先進地も視察をして早く取り組めといった御指摘でございました。こ

のことは御指摘、質問を受けまして、既に整備されております先進地の視察にも担当やるよう

にしながら、対処を考えていきたいと思います。 

 ４点目でございます。防災無線について重ねて、その柱の増設などにより室戸市全域が難聴

地域改善になるような整備を進めるべきではないかといった御指摘でございました。 

 すぐ全部ができるようなところには行き着いてないかも分かりませんけれども、屋外であっ

ても、やっぱり防災無線が聞かれないというのは非常に問題と考えますので、そうした視点も

併せて、今後その防災無線の在り方を検討してまいりたいと思いますので、よろしくお願いし

たいと思います。以上でございます。 

○議長（亀井賢夫君） これをもって小椋利廣議員の質問を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ、延会をいたしたいと思います。これに御異議ございません

か。 

            〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（亀井賢夫君） 御異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することと決し

ました。 

 本日はこれにて延会をいたします。 

 明日も一般質問です。午前10時にこの議場に御参集をお願いいたします。 

 お疲れさまでございました。 

            午後４時46分 延会 


